
1 
 

⽇本保険学会九州部会 第５９回例会 
令和 6 年 8 ⽉ 10 ⽇開催 

福岡⼤学 

保険・共済からの反社会的勢⼒の排除の必要性と保険業界における取組・保険法

上の問題点 

報告者 弁護⼠法⼈淀屋橋法律事務所 
弁護⼠ 奥⽥直之 

報告の要約 
１ 暴⼒団を中核とする反社会的勢⼒との取引を遮断する必要性 

・ 暴⼒団は公正かつ⾃由な競争を損なわしめる存在であり、取引社会から排除されな
ければならない。 

・ しかし、暴⼒団は、警察⼒で根絶できる存在ではない。暴⼒団の存在を助⻑する利
⽤者をなくさなければ根絶できない。 

２ 暴⼒団の利⽤者対策を⼗全化し、達成する仕組み 
・ 暴⼒団を利⽤した者に制裁を与える仕組みが必要である。制裁は刑罰ではなく、暴

⼒団を利⽤しないと宣⾔した者が⾏う。暴⼒団と取引等をした者には、公共事業へ
参加が出来なくなる制裁、公開会社であれば取締役は善管注意義務違反により損害
賠償債務を負担する制裁が与えられる。取引社会のインフラを担う銀⾏が、暴⼒団
利⽤者との取引を謝絶したことにより仕組みが整った。 

３ 福岡県の暴⼒団情勢、暴⼒団について 
・ 取引排除のターゲットである暴⼒団を確認する。 
・ 暴⼒団は、⼈の死亡、傷害、建物の損壊を⽣じさせる抗争を引き起こしてきた。そ

の実態の実態と保険事故の関係。保険者免責。 
４ 保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする保険約款上の解除制度につ

いて 
・ 約款既定の確認 
・ 重⼤事由解除の⼀つとして捉えた場合の法的論点 
・ 重⼤事由解除とは別の解除規定と捉えることの可否、その場合の法的論点 
・ 取引排除の観点から「反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあると認めら

れる者」等の意味。 
５ 保険契約締結時の排除と暴⼒団排除に関する免責事由の設定 

・ 保険契約締結において表明保証を求める必要性について 
・ 暴⼒団排除条項を免責事由に設けることの検討。取引排除という観点とは別に、抗

争関係の事象が保険事故と扱われないための免責事由を検討する。 
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１ 暴⼒団を中核とする反社会的勢⼒との取引を遮断する必要性 
（１）  暴⼒団は、その暴⼒装置により公正かつ⾃由な競争を損なわしめる存在、公正で

あるべき我が国の経済社会の仕組みを歪める存在である。 
 暴⼒団を中核とする反社会的勢⼒との取引を排除する必要性は、社会から暴⼒団
を取り除き公正且つ⾃由な競争を促進し、国⺠経済の⺠主的で健全な発達を促進す
るためである。暴⼒団が犯罪者集団という理由のみでは、暴⼒団との取引遮断を説
得的に説明することは困難である。 

この点を警察⽩書の記述で確認すると、平成１９年の警察⽩書は、暴⼒団は、「公
正であるべき我が国の経済社会の仕組みを歪める」と述べている1。 

暴⼒団との取引の遮断をする必要性は、独占禁⽌法の⽬的に近いところがある2。
賄賂の罪の保護法益とも近いところがある34。 

（２）  とはいっても暴⼒団は基本的に犯罪組織である。その対策は警察マターのはずで
ある。⺠間が正⾯を切って暴⼒団対策を⾏う必要はそもそもないのではないか。 

警察の暴⼒団対策について確認をすると、暴⼒団犯罪の深刻化に鑑み、昭和３３
年頃、警視庁、都道府県警は捜査第４課を設置し、暴⼒団員の数と暴⼒団組織の数
がピークを迎えた昭和３８年、その翌年である昭和３９年にいわゆる第⼀次頂上作
成5等の徹底した捜査を⾏った。（３）で述べるとおり、この作戦は奏功し多くの広
域暴⼒団が壊滅し有⼒組⻑が引退宣⾔をしたが、暴⼒団は根絶されなかった。バブ
ル期には暴⼒団員が表社会で幅をきかせるようになった。総会屋の活動も収まらな
かった。暴⼒団の根絶には、警察の⼒は絶対に必要であるが、結局、警察の⼒だけ
では完遂できないことが分かってきた。 

 
1 昭和 53 年警察⽩書は「暴⼒団は「健全な企業取引秩序そのものに対しても少なからぬ悪影響を及ぼす
に⾄っている。」」というに⽌まっていたのが、平成元年警察⽩書は、暴⼒団は「経済の健全性を損なう」
存在といい、国⺠に⼀層⼤きな脅威と害悪を与えるようになるおそれが⼤きいことは明らかである、と断
じるようになり，平成 5 年警察⽩書は、警察の役割を「社会経済システムの健全性を確保」するものと位
置づけるようになり、平成 19 年の警察⽩書の表現に⾄る。 
2 独占禁⽌法第 1 条「この法律は、私的独占、不当な取引制限及び不公正な取引⽅法を禁⽌し、事業⽀配
⼒の過度の集中を防⽌して、結合、協定等の⽅法による⽣産、販売、価格、技術等の不当な制限その他⼀
切の事業活動の不当な拘束を排除することにより、公正且つ⾃由な競争を促進し、事業者の創意を発揮さ
せ、事業活動を盛んにし、雇傭及び国⺠実所得の⽔準を⾼め、以て、⼀般消費者の利益を確保するととも
に、国⺠経済の⺠主的で健全な発達を促進することを⽬的とする。」 
3 最⼤判昭 34.12.9「所論刑法１９７条は、上述のような公務員の職務の性質に鑑み、その職務の威信と
公正を害すると認められる収賄の⾮⾏を犯罪として処罰することを定めたものであつて」という。 
4 東京地判平 10.9.24（判時 1657.145）⼤蔵省⾦融検査部⾦融証券検査官室⻑が三和銀⾏、あさひ銀⾏等
の都市銀⾏から 811 万円余の多額の収賄を受けていた事案等。適正な検査など望むべくもない。 
5 暴⼒団取締対策要綱（昭和 39 年 1 ⽉ 31 ⽇付次⻑通達）に基づく。 
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なぜなのか。その理由は、⽇本の企業等による暴⼒団の利⽤にある。⽇本の企業
等は暴⼒団を利⽤し、暴⼒団に利益を供与し、暴⼒団を温存させ，成⻑させた。⽇
本の企業等が暴⼒団と関係を持ったのは、暴⼒装置を背景とした脅しに屈したもの
もある。しかし、必ずしも脅しに屈したからではない。 

⽇本の企業等が暴⼒団を利⽤してきた歴史は⻑く、年代や地域によっては暴⼒団
を利⽤することは根深く浸透していた6。 

神⼾港を押さえていた⼭⼝組、東京港、横浜港を押さえていた稲川会、住吉会が
三⼤暴⼒団となりえた理由は港湾荷役管理という確実な収⼊があったからである。
福岡県に暴⼒団が多い理由は、３で述べるとおり、福岡県には炭⽥・炭鉱があった
からである。 

   警察の刑法の積極的な適⽤という攻撃に対し、暴⼒団は形を変え（階層化されたピ
ラミッド化 その意味については３（４）ア（ウ）で説明する）、⽣き延び、復活し
た。結局、市⺠が暴⼒団との取引を謝絶し、暴⼒団の利⽤者を排除し、⽇本社会の構
成員が⼀致団結して、暴⼒団にお⾦がいかないようにしない限り、組織暴⼒は⽣き続
けるのである。 

 
6 労働者供給の場⾯として、昭和 38 年頃、東京・三⾕の簡易宿泊所街には 1 万 4000 ⼈の住⼈がおり、

このうち 3,500 ⼈が⽴ちんぼうと呼ばれる⼟建関係の⽇雇い労働者だった。暴⼒団員が、⼟建会社から必
要な労務者の⼈数や賃⾦を請け負い、早朝、⽴ちんぼうを集めて⼯事現場に運び込むという⼿配を⾏って
いたが、当時これを仕切っていたのは義⼈党であった（毎⽇新聞社会部編「続・組織暴⼒の実態」16
⾴）。 

株主総会の場⾯として、昭和 45 年 5 ⽉ 28 ⽇、M 社の株主総会が⽇⽐⾕公会堂で開催された。反戦運
動が盛んな折、M 社がベトナム戦争⽤の軍事兵器製造をしていたことから、これに反対するベ平連が⼤挙
して来襲し⼤荒れが予想された。防共挺⾝隊 80 名程度、⼤⽇本愛国党、右翼、暴⼒団、総会屋が総会会
場の中と外を固め、その中へ到着したベ平連 200 名余りを暴⼒により抑え込み、総会は 30 分弱で終了し
た（⼩川薫「実録総会屋」ぴいぷる社 152 ⾴、マーク・ウエスト「なぜ総会屋はなくならないのか」ジュ
リスト 1145 号 61 ⾴）。 

従業員組合員らによる⼯場占拠に対抗して、暴⼒団らをロックアウト要員として雇い⼊れた事例（⼤阪
地判昭 47.9.5 刑資 228.216）。 

政治利⽤の場⾯として、やや古いが、1919（⼤正 8）年 11 ⽉に住吉⼀家総⻑，幸平⼀家総⻑などを会
員とする⼤⽇本国粋会が発⾜した。⼤⽇本国粋会は 1923（⼤正 12）年 3 ⽉，奈良県磯城郡において全国
⽔平社に対し暴⼒的攻撃を⾏うなどした。⼤⽇本国粋会は政友会⾊が強かったが，⼤和⺠労会は⺠政党系
であり，反政府・反権⼒運動を押しつぶす暴⼒装置となっていった（院外団）。 

昭和 39 年 4 ⽉ 17 ⽇、新橋駅前広場のステージで錦政会、⽇本国粋会、義⼈党、北星会の四団体連合の
約 1,000 ⼈がスト反対の演説会を開き、その代表が総評に押しかけている（毎⽇新聞社会部編「組織暴⼒
の実態」21 ⾴，59 ⾴）。 
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（３） ⽇本の表社会が裏社会に乗っ取られないようにされるためである。 
戦後、暴⼒団が⽇本の社会や経済を⽀配されそうになった状況が４回あった。 

１度⽬は終戦直後の⽇本経済の中⼼であったヤミ市を暴⼒団（テキヤ系）が⽀配し
た状況である（GHQ の命令による解散7、⽇本が主権を取り戻した等の理由でこの状
況を脱した）。なお、終戦から数年の間の混乱時期に現在の指定暴⼒団につながって
いく暴⼒組織がほぼ確⽴したといってよい。 

２度⽬は、団体数約５,２００団体，構成員数約１８万⼈とその数値が最⾼値とな
り、また、暴⼒団が政治結社化を図る8状況にあった昭和３８年である9。暴⼒団同⼠
の抗争事件は昭和３３年の７０件に対し，昭和３８年には１２３件と増加した10（先
に説明した第⼀次頂上作戦の奏功によりこの状況を脱した11）。 

３度⽬は平成元年頃のバブル経済期である。刑法の適⽤を免れるため暴⼒団はピ
ラミッド型の階層的組織を作り、資⾦源獲得活動を多⽤化するため社会からドロッ
プアウトした知識⼈等を共⽣者として組織に取り込み、⺠事介⼊暴⼒に⼿を広げる
などした。豊富な資⾦を⼿に⼊れるようになった暴⼒団が12上場会社の株を⼤量に買
い付けたこともあった13。そして、昭和 61 年から平成 2 年の間の 5 年間に年平均 170

 
7 昭和 21 年、GHQ の命令に基づき⽇本国政府は勅令 101 号（政党，協会その他の團体の結成の禁⽌等
に関する件）を発出し、昭和 23 年 7 ⽉、関東松⽥組は解散した。 
昭和 24 年 4 ⽉ 4 ⽇、⽇本国政府は上記勅令を改正する団体等規正令（政令第 64 号。破防法制定に伴い
廃⽌）を発出し、墨⽥区向島を中⼼に縄張りを有した博徒であり⼟建業者の SK が組⻑を務める S 組（松
葉会の前⾝）や藤⽥組，稲川組などの暴⼒団が解散させられた（平成元年版警察⽩書）。 
8 毎⽇新聞社会部編「組織暴⼒の実態」51 ⾴ 
9 昭和 39 年警察⽩書 城内康伸「猛⽜と呼ばれた男」新潮社 83 ⾴ 毎⽇新聞社会部編「組織暴⼒の実
態」20 ⾴ 
10 昭和 39 年警察⽩書 
11 第⼀次頂上作戦により広域 10 ⼤暴⼒団と指定された本多会、住吉会、北星会、錦政会、松葉会、⽇本
国粋会、東声会、柳川組が解散した。この時に解散をしなかったのは⼭⼝組と⽇本義⼈会のみである。多
くの幹部組員が刑に服し、暴⼒団員が引退をした（平成元年警察⽩書）。 
12 暴⼒団の年間収⼊は 1 兆 3000 億円とされる（平成元年警察⽩書） 
13 ⼆代⽬稲川会会⻑ IS は、1986 年 9 ⽉ 4 ⽇、⽇興証券本店営業部に⾃⼰名義及び関連企業の⼝座を開設
し、同年 12 ⽉ 4 ⽇、総会屋 S が野村証券の秘書担当役員に IS を紹介し、野村證券本店営業務に⼝座を開
設した。1989 年 6 ⽉、⽇興証券の⼦会社と野村ファイナンスは、IS の影響下にあるゴルフ場開発会社であ
る I 社が発⾏した会員資格保証⾦預り証をそれぞれ 20 億円づつ購⼊し、また、IS は野村ファイナンス、⽇
興クレジットから 362 億円の融資を受けた。1989 年 3 ⽉ 20 ⽇、東急電鉄の社⻑が死去したが、同年 4 ⽉
頃，IS は約 160 億円を使い，野村証券，⽇興証券を通じ東急鉄道会社の株式を購⼊した。同年 11 ⽉、IS
は野村ファイナンスから 160 億円を借り⼊れ（東急株等が担保）、この 160 億円の融資⾦は住友銀⾏⾼輪
⽀店に振り込まれ、同時に⼩切⼿が振り出され、野村証券に渡り、IS は東急株を買い増した。また、IS は、
⽇興ファイナンスから 202 億円を借り⼊れ（東急株等が担保），これを原資に更に東急株 400 万株を購⼊
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件の抗争事件が起こり、市⺠の⽣命・⾝体の安全が脅かされた14。四代⽬⼭⼝組は内
部抗争から分裂したにもかかわらず抗争収束時には組織数、組員数ともに増⼤した
（バブルの崩壊等によりこの状況を脱した）。 

４度⽬は、勝ち組暴⼒団は資本主義の象徴である証券市場に直接⾷い込み、資⾦源
獲得活動の場とするようになったときである（平成１３年頃）。負け組暴⼒団は、⾏
政を標的とする資⾦源獲得活動を⾏った（⾏政対象暴⼒）。４度⽬となる裏社会の勢
⼒による⽇本社会の⽀配の恐れが⽣じた。 

裏社会の勢⼒に、表社会を乗っ取る５度⽬のチャンスを与えてはならない。 
 

２ 利⽤者対策を達成する仕組み 
（１）  利⽤者対策は、①⽇本社会の構成員が、⾃らの意思に基づき、暴⼒団を利⽤しな

い、取引を謝絶しないと宣⾔すること（契約⾃由の原則）、②暴⼒団を利⽤した者や、
取引を遮断しない者に対しては、株主代表訴訟に基づく損害賠償請求、また、他の
構成員との取引の遮断（特に銀⾏による取引停⽌）を含めた相応の制裁を与え、か
つこれを受け⼊れるという仕組みにより達成される。 

（２）  企業の暴⼒団の利⽤の状況 
１９９１（平成３）年に経団連は、社会の秩序や安全に悪影響を与える団体の活動

に関わるなど、社会的常識に反する⾏為は断固として⾏わないことを宣⾔し15、１９
９６（平成８）年には、「市⺠社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢⼒および
団体とは断固として対決する」ことを⾼らかに宣⾔した16。 

しかし，１９９７（平成 9）年に第⼀勧銀と四⼤証券による総会屋への利益供与が
発覚し、企業は反社会的勢⼒に対する利益供与を続けていたことが明らかになると
ともに、先の宣⾔は画餅にすぎなかったといわざるを得ない事態となる。 

宣⾔が画餅に帰した理由は、結局、企業や経営者に対し暴⼒団を利⽤したことに対
し実効的な制裁がなかったからである17。暴⼒団排除のための利⽤者対策としては，

 
した。1990 年 11 ⽉頃には IS は約 2900 万株に上る⼤量の東急株を取得した（第 121 回国会 参議院 証
券及び⾦融問題に関する特別委員会等の国会審議から）。 
14 ジュリ 985 号 13 ⾴ 
15 平成 3 年 9 ⽉、経団連は企業⾏動憲章を定め、社会の秩序や安全に悪影響を与える団体の活動に関わ
るなど、社会的常識に反する⾏為は断固として⾏わないことを宣⾔し（企業の社会的役割を果たす 7 原則
のうちの（6）、公正なルールを守る 5 原則も発表した。経団連：経団連企業⾏動憲章 (1991-09-14) 
(keidanren.or.jp)  後述の神⼾製鋼株主代表訴訟において裁判所が⽰した所⾒の中で、裁判所の所⾒の根
拠として適⽰されている。 
16 経団連：経団連企業⾏動憲章 (1996-12-17) (keidanren.or.jp)。 
17 独占禁⽌法分野においてはコンプライアンス・プログラムの早急な実施に主張されたのは（上記公正な
ルールを守る 5 原則の（1））、課徴⾦を免れるという強いインセンティブがあったからといえる。 
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暴⼒団を利⽤した企業・経営者に対し実効的な制裁が与えられることが不可⽋であ
るとの認識が形成されていった。 

（３）  迷⾛ 
その頃から制裁の裏付けとしてコンプライアンスが登場したが18、当時は、実効的

な制裁を誰がどのように下すのか、その⽅法論、法源が難問であった。 
例えば、アメリカの組織体に対する連邦量刑ガイドライン19に関し、これは従業員

が違法⾏為を犯した場合の法⼈処罰においてコンプライアンス・プログラムの充実
度合いに応じ法⼈に対し制裁の減免をする制度であると伝えられた20。この制度は
利⽤者対策として有効な側⾯があったが、実現のためには刑事法の制定が必要であ
ること、企業の反社会的勢⼒の利⽤形態には様々なヴァリエーションがあり、また
付き合いの濃淡があることから要件と効果の定め⽅に困難を来たす理論的な問題点
があった。また、経営者の不当ないし違法⾏為防⽌に対しては直接効果が⽣じない
制度であるため、刑事罰をコンプライアンス・プログラムの担保とする制度は利⽤
者対策としては不⼗分であったため、⽇本での導⼊は⾏われなかったと思われる。 

（４）  内部統制システム 
徐々に状況が変化する。財務諸表の粉飾に対する対策として内部統制システムに

つながる提⾔が⾏われるようなったが21、この内部統制システムの考えが、平成 12
年⼤和銀⾏ニューヨーク⽀店損失事件判決を経て22、平成 14 年の神⼾製鋼株主代表

 
18 四⼤証券事件発覚後であるが，平成 9 年 9 ⽉に制定された全銀協の倫理憲章はコンプライアンスとい
う⾔葉を使⽤した。このコンプライアンスという⾔葉は平成 11 年 7 ⽉に作成された⾦融監督庁の「預⼊
等受⼊⾦融機関に係る検査マニュアル」で多数使⽤されるようになった。yokin.pdf (fsa.go.jp) 
19 量刑ガイドラインは、1991 年に制定後 2004 年、2010 年に改正がなされた。 
20 川崎友⺒「両罰規定における法⼈の刑事責任とコンプライアンス・プログラム」同志社法学 50 巻 3 号 
21 COSO レポート。1992 年，COSO（1985 年に設⽴された財務諸表の粉飾をもたらす原因を研究し，
提⾔をまとめることを⽬的とするアメリカの⺠間団体である（The committee of sponsoring organizations 
of the treadway commission））は，内部統制（システム）を，①業務の有効性と効率性，②財務報告の信
頼性，③関連法規の遵守の範疇に分けられる⽬的の達成に関して合理的な保証を提供することを意図し
た，事業体の取締役会，経営者およびその他の構成員によって遂⾏されるプロセスであると定義したレポ
ートを公表した。COSO レポートの概要 (fsa.go.jp) 
22 平成 7 年 7 ⽉、⼤和銀⾏は，NY ⽀店社員が巨額の損失を発⽣させたことを知ったが、⽶国の規制当局
へ報告に遅れがあり、⽶当局からこれが隠ぺい⼯作であるとして起訴され、結果、3 億 4000 万ドルの罰
⾦を⽀払うこととなったこと。⼤和銀⾏株主代表訴訟において、被告である取締役は、⽶国の規制当局へ
報告の遅れがあった理由について「⽶国の規制当局への報告の遅れは、⼤蔵省の指導によるもので、その
要望・⽰唆に反して通報する期待可能性は⾃分達にはなかった」と主張したが、第⼀審判決は「我が国内
でのみ通⽤する⾮公式のローカル・ルールに固執した」もので、「⼤蔵省の判断及び指⽰に依存して銀⾏
経営を⾏ない、⾃らの責任において判断を⾏なわないことは許されない」として斥け、明確に⼤蔵省によ
るガバナンスを否定した（東京地判平 12.9.20）。 
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訴訟事件における神⼾地裁の所⾒において、企業が講ずべきリスクの中に反社会的
勢⼒との取引を含め23、これを怠ると取締役に善管注意義務違反が⽣じるという⽇
本独⾃の発展がみられた。 

（５）  公共⼯事における暴⼒団と社会的に⾮難を受けるべき関係の者の排除 
資本市場に⾷い込むことが出来なかった（負け組の）暴⼒団は、⾏政対象暴⼒へ

⽬を向け24、これに対する⾏政側の対抗として、公共⼯事からの暴⼒団の排除が積極
的に進められるようになった。ここで公共⼯事において暴⼒団と社会的に⾮難され
るべき関係がある者も排除すべきという発想が⽣まれる。 

ここまでが平成 15 年頃までの話しである。 
（６）  あまねく制裁を求めて 

しかしながら、株主代表訴訟は⼤会社に対するけん制となるものの、株主＝経営
者の中⼩企業に対しては効果がない。公共⼯事からの排除も地⽅公共団体等と取引
がなければ関係せず、反社会的勢⼒と取引を継続しても制裁はなかった。 

なお、証券会社と証券取引所は、過去の反省及び新興市場25であるマザーズ上場第

 
23 株主原告代理⼈らは取締役の損害賠償請求の主たる請求原因として、役員の故意による利益供与であ
ったと主張し、予備的にリスク管理体制不備を内容とする注意義務違反を主張していた。平成 14 年、裁
判所は総会屋等の反社会的勢⼒を排除することも内部統制システムの内容である前提で所⾒を⽰し、同年
4 ⽉ 5 ⽇、裁判上の和解が成⽴した（商事法務 1626.222）。 
24 2007 （平成 19）年 4 ⽉ 17 ⽇、⼭⼝組系暴⼒団が⻑崎市⻑を射殺した事件は⾏政対象暴⼒の典型である。
最三⼩判平 24.1.16 は加害者の動機に関し「被告⼈は，⻑崎市に対する不当な要求を繰り返していたとこ
ろ，同市が市⻑である被害者の⽅針で暴⼒団からの不当要求等に屈しない姿勢をとっていたこともあって
取り合わなかったことから，被害者を逆恨みしてこれを募らせ」と認定している。）。他に例えば、平成 14
年 5 ⽉，⼭⼝組傘下組織幹部（44）及び町議会議員（51）は，⾃らが指定する建設業者を，町発注に係る
公共⼯事の⼊札指名業者にしようと企て，町役場周辺を街宣⾞数台で街宣活動をした上，同役場において
町⻑に対し，「指名しなければ右翼が来て⼤変なことになる」などと脅迫した。同⽉，職務強要で 2 ⼈を検
挙した事案がある（岡⼭ 平成 15 年警察⽩書）。 
25 1998 年にデフレ経済となり、間接⾦融の役を担う銀⾏の貸し渋り ・貸しはがしが問題となり、事業会社
は⾦策に苦労をした。そこで、直接⾦融を拡充すべく 2001 年に新興市場が開設した。 
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1 号が反社会的勢⼒に乗っ取られた等現実を踏まえ26、警察庁の指導を仰ぎ27、いち
早く反社との取引遮断に動いていた。景気が上回るにつれ、反社会的勢⼒による証
券市場による資⾦源獲得活動は相当なものであったと思われ、⻑期戦であったと思
われるが、反社会的勢⼒排除の成果が進んで⾏っていた。 
 その他、暴⼒団の抗争は事業密接関連⾏為と認め五代⽬⼭⼝組組⻑に対して使⽤
者責任を肯定した判例28、反社会的勢⼒に対して利益供与を⾏った蛇の⽬ミシン取
締役に対する判例が⾔い渡され29、コンプライアンス意識の⾼まりが⾒られるよう
になった30。 

（７）  課題は銀⾏の協⼒であったといえる。銀⾏は利⽤者対策の橋頭保である。反社会
的勢⼒と取引を⾏った者にとって、その者が⾏う事業の規模を問わず、銀⾏との取
引停⽌は重⼤な制裁となる。銀⾏と取引停⽌となれば、借り⼊れは出来ず、預貯⾦
が出来ず、決済ができなくなるから倒産は免れない。その効果たるや絶⼤である。 

この点に関し、バブル経済の崩壊後、多くの銀⾏の倒産が⾒られたことは、⼤蔵
省による護送船団⽅式はもはや市場に勝てないことの表れであり、そういったこ

 
26 東証マザーズに第 1 号として上場された株式会社リキッドオーディオ・ジャパンは、上場直前から暴⼒
団との関係がうわさされており、平成 12 年 4 ⽉ 5 ⽇に発⽣した配信関連企業に対する拳銃発砲事件を捜
査中の警視庁は、同年 10 ⽉ 25 ⽇までにリキッド社の前社⻑を含む 5 ⼈を、同社の元役員に対する逮捕監
禁事件の被疑者として逮捕した。また、株式会社エンターミューズは、平成 12 年末までに東証マザーズへ
の上場を⽬指し、監査法⼈の会計監査を受けるなどその準備を進めていたが、平成 12 年 6 ⽉ 30 ⽇、警視
庁は同社内における暴⼒団員が同社役員の内紛に関与し、脅迫して代表役員を交替させた強要事件の事件
情報を得、同年 7 ⽉ 12 ⽇、同社の取締役会⻑と暴⼒団東亜会幹部等合計 3 名を逮捕した（警視庁暴⼒団対
策課⻑⼭本祥博「ベンチャー企業向け証券新市場からの暴⼒団等排除対策の推進について」警察学論集第
54 巻第 2 号）。 
27 警察は，新興市場がベンチャー企業への円滑な資⾦調達に重きを置くあまり上場のハードルが低いこ
とから暴⼒団が介⼊すると予⾒し、平成 11 年 11 ⽉の段階で警視庁暴⼒団対策課⻑が東証理事⻑あてに上
場基準に明確な暴⼒団排除条項の規定化等を検討する要請をしていた（前掲警察学論集第 54 巻第 2 号）。 
28 最⼆⼩判平 16.11.12 対⽴抗争を暴⼒団の事業と密接に関連することを認め、五代⽬⼭⼝組組⻑に対し
て使⽤者責任を認めた。 
29 最⼆⼩判平 18.4.10（判タ 1214.84）「証券取引所に上場され，⾃由に取引されている株式について，暴
⼒団関係者等会社にとって好ましくないと判断される者がこれを取得して株主になることを阻⽌すること
は出来ないのであるから，会社経営者としては，そのような株主から株主の地位を濫⽤した不当な要求が
された場合には，法令に従った適切な対応をすべき義務がある。」と判⽰し、総会屋に利益供与を⾏った取
締役の善管注意義務違反を認めた。差戻審の東京⾼判平 20.4.23 は 5 ⼈の取締役に対し、583 億 6039 万
8183 円を会社に対し⽀払いを命じる判決を⾔い渡した。 
30 暴⼒団排除の例として、野球場からの暴⼒団排除がある。この問題提起には読売新聞グループ⼭⼝寿⼀
⽒の尽⼒が⼤きい。平成 16 年頃から具体的に動き出し，その後，球界⼀丸の活動により不良応援団を完全
に排除することができた （「社会 vs 暴⼒団」危機管理研究会編 きんざい 160 ⾴⽊村圭⼆郎弁護⼠執筆部
分。名古屋⾼判平 23.2.17 判時 2116.75） 
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とを含め様々な理由から⾦融監督体制の⾒直しが⾏われ、２００１（平成１３）年
に⾦融庁が設⽴され、⾦融監督は⾃由市場経済を前提とした監督へ変わり、銀⾏に
とり⾦融⾏政は厳しいものとなった。 

政府の介⼊に対し銀⾏は強く抵抗を⽰したと思われるが31、バブル崩壊で多くの
銀⾏が倒産し32、バランスシートが毀損した銀⾏は⽣き残りのため政府から資本注
⼊を受けたことにより33、政府の考えに沿う⾏動を取らざるを得なくなったと推察
される。 

そして、銀⾏がヤミ⾦融業者を幇助しているといえる状況が起こり34、また、様々
な銀⾏不祥事が発⽣し35、２００７（平成 19）年 2 ⽉ 15 ⽇，⾦融庁は三菱東京 UFJ
銀⾏に対し銀⾏法 26 条に基づく業務改善命令を出した36という事態が⽣じた。 

（８） ２００７（平成１９）年６⽉、犯罪対策閣僚会議幹事会申し合わせとして「企業が
反社会的勢⼒による被害を防⽌するための指針」が公表された。この指針は、先の
経団連の宣⾔のように、実現に困難がある状況で公表をしていない。この指針を公
表する地盤が整ったから公表したといえる。そのため、この指針は、直ぐに世間に
浸透した。 

同年７⽉、全銀協は反社会的勢⼒介⼊排除に向けた取組強化の申し合わせを⾏い
37、⾦融庁は、２００８（平成２０）年３⽉に監督指針を改正した（それまでは反社
会的勢⼒排除のことは書いていないに等しかった）。全銀協は同年１１⽉に融資条項、
２００９（平成２１）年９⽉に普通預⾦取引等約款に暴⼒団排除条項を⼊れた参考

 
31 平成 4 年、当時の宮沢⾸相はバランスシートを毀損した銀⾏への資本注⼊に思いを致しているが、実現
はされていない。 
32 平成 9 年 11 ⽉、無担保コール市場での資⾦調達ができなかったことを直接のきっかけとして北海道拓
殖銀が倒産した。平成 10 年 10 ⽉に⻑銀が、同年 12 ⽉に⽇債銀が破たんした。 
33 預⾦保険機構-早期健全化法に基づく資本増強実績⼀覧 (ndl.go.jp) 
34 平成 13 年頃から出資法が定める利息を超える貸し付けを⾏うヤミ⾦融業者が現れた。後⽇判明するよ

うにヤミ⾦融業者のトップは五代⽬⼭⼝組 G 会の相談役 K であった。ヤミ⾦融業者は、不法に⼝座開設
を⾏い、また、⼩⼝送⾦により ATM を占有・利⽤する状況が出現し、銀⾏の⼀般利⽤者に迷惑が⽣じる
状況となった。ヤミ⾦融問題が社会問題化したことから、銀⾏は、あらためてインフラを預かる者、違
法⾏為の幇助はできないという公共性を⾃覚したように思われる。後⽇，51 億円がスイス当局に差し押
さえられたが，これはマネー・ロンダリングのためであり、このマネロンに外資系銀⾏が協⼒していたこ
とが明らかとなって、銀⾏のモラルが問われることとなった。 

35 2006（平成 18）年 5 ⽉ 8 ⽇，元暴⼒団組⻑であり A 会理事⻑であった K が業務上横領の被疑事実で
逮捕された。その幇助したとして三菱東京 UFJ 銀⾏の⾏員（三和銀⾏淡路⽀店で勤務し K の担当をし
ていた）が逮捕され（後，不起訴），また三和銀⾏が⼩⻄に 100 億円を超える融資をしていたこと，反
社会的勢⼒との密接な関係が発覚する。森功「同和と銀⾏」講談社 

36 ⾦融庁の発表 http://www.fsa.go.jp/news/18/ginkou/20070215-1.html 
三菱東京 UFJ 銀⾏の発表 http://www.bk.mufg.jp/news/news2007/pdf/news0215.pdf 

37 http://www.zenginkyo.or.jp/news/2007/07/24152232.html#extra 
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例を策定し，これらは２００９（平成２１年）、２０１０（平成２２）年中に実施さ
れ38、暴⼒団は融資を受けられず、暴⼒団を利⽤した会社は倒産の憂き⽬にあい39、
また⼝座を開設することもできなくなった。２０１１（平成２３）年６⽉、全銀協
は融資条項及び普通預⾦等約款における暴⼒団排除条項参考例を改正した40。 

（９）  暴⼒団根絶のためには、⽇本経済の取引主体が反社会的勢⼒と徹底した取引謝絶
を⾏うことが必要であり、それを怠った取引主体には、反社会的勢⼒と社会的⾮難
をされるべき関係を持った者として、例外なく取引社会から追放され、業務停⽌を
なってしまう事態が招来することも、暴⼒団が公正であるべき⽇本経済をゆがめる
存在であり、これを根絶するという⽬的のためにはやむをえないことと考える。 

このようにコンプライアンスの考えを刑法的に使⽤するのではなく、社会の総意
としてコンプライアンスを使⽤している点で、また、取締役が統制すべきリスクに
反社会的勢⼒による危険・被害を⼊れ込むのは⽇本独⾃の発展といえる。ただ、近
時、ＳＤＧs の考え等の実践に当たり、このポリシーを実践する企業が、このポリシ
ーに沿わない企業との取引を遮断するということが⾏われているが、こういった発
想と根は⼀緒であると思われ、上記の考えは⽇本独⾃のものとまでいうことはでき
ないかもしれない。 

そして、反社会的勢⼒と取引をしない、というのは、それぞれの経済単位の決断
に基づくものであり、根拠としては契約締結⾃由の原則に基づくものであり、可能
な限り（公共性に反しない限り）、尊重されるべきものといえる。そういった暗黙の
合意が⺠間の中にあることが、反社会的勢⼒との取引を遮断する仕組みである。 

（１０）取引遮断の限界について、当該⾦融機関や事業会社の公共性が挙げられる41。だが、
暴⼒団への加⼊は任意であり、社会から排除される対象となることを⾃ら選んだ道
であることを考慮すべきである。反社会的勢⼒との取引もしかりである。そして、暴
⼒団との取引謝絶は国⺠経済全体の健全性を確保するためのもので公共性そのもの
といってよいものであることを考慮する必要があろう。 

 
３ 福岡県の暴⼒団情勢、暴⼒団について 

 
38 東京三菱 UFJ http://www.bk.mufg.jp/info/info_20090401.html 

三井住友銀⾏ http://www.smbc.co.jp/haijyo/index.html 
39 平成 20 年 6 ⽉、東証⼆部上場の株式会社 S は⺠事再⽣⼿続の申し⽴てをしたが、同社が⽴ち退き交渉

を依頼した K 実業の社⻑などが弁護⼠法違反の疑いで逮捕され（東京地判平 20.10.22（判タ 1298 号
311 ⾴））、その後、S 社は K 実業が反社会的勢⼒であるとの認識に⾄ったと表明したが、同社は銀⾏か
らの新規の融資が受けられず、資⾦調達に困難を来たした。 

40 http://www.zenginkyo.or.jp/news/2011/06/02150000.html 
41 銀⾏法 1 条１項 この法律は、銀⾏の業務の公共性にかんがみ、信⽤を維持し、預⾦者等の保護を確保

するとともに⾦融の円滑を図るため、銀⾏の業務の健全かつ適切な運営を期し、もつて国⺠経済の健全
な発展に資することを⽬的とする。 
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（１）福岡県の暴⼒団情勢 
暴⼒団対策法２条３号に基づく指定暴⼒団等（令和５年末現在 福岡県警 HP） 

 名称 主たる事務所の所在地 代表する者 構成員 準構成員等 
１ 道仁会 久留⽶市 ⼩林哲治 １６０⼈ １２０⼈ 
２ 五代⽬⼯藤會 北九州市 野村 悟 １６０⼈ ８０⼈ 
３ 浪川会 ⼤牟⽥市 朴 政浩（ 

浪川政浩） ９０⼈ ３０⼈ 
４ 太州会 ⽥川市 ⽇⾼ 博 ７０⼈ ４０⼈ 
５ 四代⽬福博会 福岡市 ⾦ 國泰 ６０⼈ ７０⼈ 
（６） 六代⽬⼭⼝組系 

（ ⼆ 代 ⽬ 伊 ⾖ 組
他） 

  

１３０⼈ ５０⼈ 
（７） 神⼾⼭⼝組系   １０⼈ １０⼈ 
（８） その他（絆会？）   １０⼈ １０⼈ 

組織数：１２０、暴⼒団構成員６９０名、準構成員等３９０名、合計１０８０名 

   
  なお、佐賀県では、道仁会１１０⼈、浪川会６０⼈、六代⽬⼭⼝組２０⼈、その他３０

⼈、合計２２０⼈と把握されている42。この⼈数には暴⼒団準構成員等を含んでいる。 
 
（２）福岡県に（指定）暴⼒団が多い理由 
   警察がかつて炭鉱暴⼒団と呼んでいた暴⼒団がいた。福岡県には、多くの炭⽥（三池

炭⽥、筑豊炭⽥、糟屋炭⽥）があり、そこに多くの炭鉱があった。北海道にも炭鉱はあ
ったが、警察統計上、炭鉱暴⼒団の存在はほぼ福岡に限られる43。浪川会の本部がある
⼤牟⽥市にはかつて三池炭鉱があり、積出港の三池港44がある。筑豊炭⽥はかつて⽇本
⼀の産出量を誇り、⼋幡製鉄所45の⽯炭需要を賄い、若松や⼩倉の港からは⽯炭、鉄鋼
が輸出された。炭鉱暴⼒団は、主に炭鉱労働者の管理等を担っていたと思われる46。 

 
42 令和５年末現在 佐賀県警 HP 
43 犯罪統計書昭和 24 年度 389 ⾴同昭和 38 年度 325 ⾴ 
44 1908 年完成 それまでは⼤牟⽥川河⼝から⼩型運搬船と艀（はしけ）により、対岸の⻑崎県島原半島

南端の⼝之津港（南島原市）まで約 70ｋｍを海上運送し（まる 1 ⽇間要する）、ここで積み替え⼈夫
（最盛期には 1,500 名を超えたという）の⼿で⼤型船に積み込んでいた。三池港 - ⼤牟⽥の近代化産
業遺産ホームページ (miike-coalmines.jp) 

45 1901 年開業 
46 昭和 35 年、M 炭鉱で労働争議が発⽣した。当時、三井三池の労働組合は K ⼤学教授 M を中⼼とする

講師団によってマルクス主義を叩き込まれ、筋⾦⼊りの最強の組合といわれた。激しい闘争の中で会社
側が⽤意した暴⼒団員と衝突した第 1 組合員側に 1 名の死者と 104 名の重軽傷者が出た（中村隆英「昭
和史Ⅱ」東洋経済新報社 499 ⾴）。 
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港湾暴⼒団と呼んでいた暴⼒団もおり、港湾暴⼒団はその検挙⼈員からすると近畿
と北部九州に限られるが47，実態としては横浜にもいる。⼭⼝組初代組⻑⼭⼝春吉は、
沖仲仕の⼈夫供給等を基盤とし、⼭⼝組は神⼾港の荷受業を仕切っていた。第⼀次頂上
作戦では港湾荷役の中核である会社が警察のターゲットとなった。また，稲川会の初代
組⻑稲川⾓⼆の親分 TM48は東京港の港湾荷受業をしており、T 社の HP では初代代表
取締役とされている。 

 
（４）暴⼒団について 

ア 現在の⽇本の暴⼒団の組織的な特徴 
（ア） 擬制的⾎縁関係を取る。 

これは最⼆⼩判平 16.11.12 が「暴⼒団においては、強固な組織の結び付きを維
持するため、組⻑と組員が「杯事（さかずきごと）」といわれる秘儀を通じて親⼦
（若中）、兄弟（舎弟）という家⽗⻑制を模した序列的擬制的⾎縁関係を結び、組
員は、組⻑に対する全⼈格的包括的な服従統制下に置かれている。」と認定したと
おりである49。 

暴⼒団の源流の⼀つは博徒であり、彼らが⾏う賭博開帳はどの時代でもどの地
域でも合法ではない。組⻑を頂点としたつながりを強固にするのは、こういった
（違法な）⽣活基盤を誰も守ってくれないからである。軍隊と同じくリーダーの絶
対性が確⽴していない組織は、他組織と喧嘩をすれば負けるおそれが多分にある。 

暴⼒団組織から組員を排除するいわゆる破⾨について、その理由は博徒系暴⼒
団は任侠道、テキヤ系暴⼒団は神農道に反したことである50。 

（イ） 暴⼒装置を有する。 
賭博開帳を主たる事業としていた頃も、資⾦源獲得活動が多様になった今も縄

張（正当な権原がないにもかかわらず⾃⼰の権益の対象範囲として設定している
と認められる区域をいう。暴対法９条４号）の確保は⽣き残りに直結する。誰も縄
張は守ってくれない。⾃分たちの暴⼒により守るしかない51。そして、喧嘩に絶対

 
47 犯罪統計書昭和 38 年 325 ⾴ 
48 TM は三代⽬⼭⼝組⽥岡⼀雄、住吉⼀家三代⽬総⻑ AJ と兄弟分。森泉⼈「侠雄―総裁稲川聖城その素

顔と実像」廣済堂出版 155 ⾴。 
49 2005 年 7 ⽉、TS は、六代⽬⼭⼝組組⻑に就任したが、同年 12 ⽉ 5 ⽇に収監された。2011 年 4 ⽉ 9

⽇に出所し、同年 5 ⽉、TS が収監中に昇格した直系若中と親⼦盃儀式が⾏われた（平成 23 年の暴⼒団
情勢 警察庁） 

50 現在の有⼒なテキヤ家系暴⼒団としては東京都池袋に本拠を持つ指定暴⼒団極東会がいる。極東会の
絶縁状を⾒ると絶縁理由に「神農道を逸脱し」たと記載されている（夏原武「現代ヤクザのシノギ⽅」
宝島社⽂庫 31 ⾴）。テキヤの前⾝は，明治 4 年 8 ⽉に公布された賤称廃⽌令において，廃⽌対象となっ
た⾹具師である。⾹具師とは神農を結束の中⼼に置く薬売りである。 

51 千葉地判令 1.6.26 千葉県松⼾市内などを縄張りと認識している暴⼒団が、同暴⼒団から破⾨となった
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に勝つために刃物、銃を所持する52。暴⼒化は必然である。 
第⼆次世界⼤戦後、愚連隊を吸収した博徒勢⼒は、より暴⼒性を増した53。 

（ウ） ピラミッド型の階層的組織を取る。 
上記最判が「五代⽬⼭⼝組は、渡邊が組⻑として直接杯を交わして親⼦、兄弟の

擬制的⾎縁関係を結んだ組員（直参）から成る１次組織（総本部）、１次組織の組
員が組⻑（直系組⻑）として同様の擬制的⾎縁関係を結んだ組員から成る２次組織
（直系団体）、同様に２次組織の組員が組⻑となる３次組織、３次組織の組員が組
⻑となる４次組織、４次組織の組員が組⻑となる５次組織から構成され、渡邊を頂
点とするピラミッド型の階層的組織を形成している。」と認定したとおりである。 

第⼀次頂上作戦が奏功したのは組⻑⾃ら犯罪を⾏っていたからであった。だが、
その前に54広域化に成功した暴⼒団（⼭⼝組、住吉会、稲川会等）はその代紋⾃体
が価値を有するようになっており、幹部らは⾃らへ刑法の直接適⽤をさける⼿段
として、意識的に無意識的に、傘下の者（さらには共⽣者）に犯罪⾏為を実⾏させ
る階層化を図り、傘下の者が⾏った資⾦源獲得の結果、得た利益を上納させる制度
を構築させていった。なお、この階層化という暴⼒団側の防御システムを⺠事的に
突き破ったのがいわゆる使⽤者責任訴訟である。 

イ 暴⼒団の⾏動の特徴 
（ア）  資⾦源獲得活動 

⾦になるのであれば⼿段を問わない55。 
・博徒系暴⼒団の本業といえる賭博関連（賭博開帳、賭博ツアー56、パチンコ、ノ  

 
元組員がこれまで同様松⼾市内で活動していたことから制裁のため銃撃した事件 
52 明治 17 年、静岡県警は有名博徒である清⽔次郎⻑宅を捜索した際、ゲベール銃 23 挺を押収している

（⾼橋敏「清⽔次郎⻑」岩波新書 86 ⾴）。 
53 愚連隊を吸収した博徒は暴⼒性を増し勢⼒を広げていく。例えば、稲川会：横浜には兄弟盃を交わした

京浜兄弟会という 7 名の博徒がいたが、横浜の愚連隊を取り込んだ稲川会の勢⼒に押されていき、昭和
33 年頃には稲川会が横浜の利権を有するようになった（森泉⼈「侠雄―総裁稲川聖城その素顔と実
像」廣済堂出版 139 ⾴）。稲川会では、初代会⻑稲川⾓⼆の若衆 DT、IK は横浜の有名な愚連隊であっ
た。⼆代⽬会⻑ IS は横須賀の愚連隊であった。⼭⼝組：三代⽬⼭⼝組若頭補佐であった SM、柳川次郎
は愚連隊出⾝である。昭和 35 年に抗争の上、壊滅した愚連隊明友会から⼭⼝組に移った者も多い。三
代⽬⼭⼝組⽥岡⼀雄は⼤阪ミナミ近辺の愚連隊であった南道会会⻑ FT を舎弟とし、昭和 38 年に南道
会のメンバーであった NK が⼭⼝組の直参となるなど、旧南道会出⾝者は三代⽬⼭⼝内で⼤きな勢⼒を
誇った。 

54 昭和 38 年に名神⾼速が開通し、苫⼩牧港が稼動し、昭和 39 年 10 ⽉ 1 ⽇に東海道新幹線が開業し、⽇
本は狭くなっていた。 
55 平成 19 年から平成 25 年までの 7 年間で事業者襲撃等事件は 146 件発⽣している（平成 25 年の暴⼒団

情勢 警視庁）。福岡県に約 6 割が集中している（警察學論集第 65 巻第 11 号 1 ⾴）。 
56 東京⾼判昭 56.3.12 稲川会 IS が⾏った韓国賭博ツアー。詐欺被告事件 
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ミ⾏為、賭博業関連警備57）、テキヤ系暴⼒団の本業といえる興⾏58（元々テキヤ
は単なる薬などを販売するのではなく、芸を⾒せていた59）、先に説明をした港
湾荷役や炭鉱労働者等の管理 

・暴⼒装置を⽣かした債権取り⽴て60、暴⼒装置を⽣かした企業対象暴⼒、⾏政対
象暴⼒61、政治活動（環境、えせ右翼⾏為、えせ同和⾏為）を装ったゴロ⾏為、
⾦貸し62 

・共⽣者を使ったヤミ⾦融業、共⽣者を使った⾮弁⾏為（会社整理屋：倒産間近の
会社の経営者から受任し、会社財産を処分する63。⽰談代⾏64）、競売屋65、競売

 
57 競艇や競⾺は、昭和 30 年代まで主催者から暴⼒団に対し警備費や清掃費の名⽬で⾦銭が⽀払われてい

たという（森泉⼈「裏から⾒た表」廣済堂出版 184 ⾴）。こういった歴史的経緯があり、暴⼒団の排除
を最初に定めたのが昭和 47 年に成⽴した警備業法であり、競艇・競⾺からの暴排のため、平成 5 年 8
⽉に財団法⼈競艇保安協会が、平成 6 年 5 ⽉に財団法⼈競⾺保安協会が暴対法 31 条 2 項 7 号の不当要
求情報管理機関の登録を受けている。 

58 佐賀純⼀「浅草博徒⼀代」筑摩書房 300 ⾴によると、浅草では、露店形態で⾏われる興業、例えば
「曲⾺団」やサーカスなどの興業がある場合、縄張り内のテキヤの親分は興⾏主から⾦銭を取ってい
た。博徒は屋根がある興業からみかじめ料を取っていたとのことである。 

59 三代⽬⼭⼝組⽥岡⼀雄は、神⼾芸能社を経営し、MH、TY 等をマネージメントしていた。こういった
背景がある MS ですら地⽅興業主が主催する興業に呼ばれた時は、神⼾芸能社から地⽅興⾏主までの間
に興⾏場所を縄張りとする暴⼒団など 6 ⼈が間に⼊り⾦を取っていったという（「続・組織暴⼒の実
態」毎⽇新聞社 23 ⾴）。 

60 暴対法 9 条 7 号 不法な⽅法で債権を取り⽴てる⾏為 
61 平成 14 年 5 ⽉、⼭⼝組傘下組織幹部（44）及び町議会議員（51）は、⾃らが指定する建設業者を、町

発注に係る公共⼯事の⼊札指名業者にしようと企て、町役場周辺を街宣⾞数台で街宣活動をした上、同
役場において町⻑に対し「指名しなければ右翼が来て⼤変なことになる」などと脅迫した。同⽉、職務
強要で 2 ⼈を検挙した（岡⼭）（平成 15 年警察⽩書）。 

62 上限⾦利について罰則がある出資⾦規制法のみであったが、同法により犯罪とされる上限⾦利は昭和
30 年の施⾏後は年 109.5％、昭和 58 年からは 73％、昭和 61 年からは 54.75％・・・というものであ
り、犯罪にならない範囲でそれなりに稼ぐことが可能であった。 

63 昭和 54 年頃、⼤阪府警は、⼭⼝組の直参菅⾕組を背景とした⼋幡商事の OM のグループを頂点として
40 グループぐらいの整理屋を把握していた（林則清「不良債権回収と知能暴⼒犯罪」東京法令出版 46
⾴）。 

64  暴対法 9 条 19 号 例：交通事故の被害に遭った男（37）は、⾃⼰の被害の程度から 600 万円くらい
が保険⾦としては妥当な額だと知りながら、暴⼒団の威⼒を利⽤してこれを上回る保険⾦を得る⽬的
で、知り合いの全丁字家連合会系暴⼒団組員（42）に保険会社との交渉を依頼した。その結果、約
1080 万円の保険⾦を得たものの、その報酬としての 180 万円の⽀払いに加えて、61 年 5 ⽉、同組員か
ら「休業補償など⽔増しして請求したんだ。俺が警察にいえば⼤変なことになるぞ」などと脅迫され、
現⾦ 550 万円を喝取された（北海道）（平成元年警察⽩書）。 

65  市川昇「不動産競売⼊札の実務」司法協会発⾏ 87 ⾴ 
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の妨害、競売物件の占有66、総会屋6768、共⽣者を使った証券市場における活動、
共⽣者を使った特殊詐欺、強盗、保険⾦詐欺・・・ 

・みかじめ料（場所代6970、公共⼯事71） 
・違法⾏為（薬物販売、売春）。 

（イ） 恐喝で暴⼒を⾦に換える。もっとも近時は詐欺が多い。詐欺の⽅が共⽣者を利
⽤しやすいことと暴排条項違反による詐欺罪の積極的な適⽤による効果であると
思われる。 

（ウ） 代紋（上部組織の威⼒）と上納制度 
上記最判が、「五代⽬⼭⼝組は、その威⼒をその暴⼒団員に利⽤させ、⼜はその威

⼒をその暴⼒団員が利⽤することを容認することを実質上の⽬的とし、下部組織の
構成員に対しても，五代⽬⼭⼝組の名称、代紋を使⽤するなど、その威⼒を利⽤して
資⾦獲得活動をすることを容認していたこと、②上告⼈は、五代⽬⼭⼝組の１次組織
の構成員から、また、甲組の２次組織以下の組⻑は、それぞれその所属組員から、毎
⽉上納⾦を受け取り、上記資⾦獲得活動による収益が上告⼈に取り込まれる体制が
採られていたこと」と認定したとおりである72。 

 
66 平成 10 年の警察⽩書： 「平成 9 年中の暴⼒団等に係る⾦融・不良債権関連事犯の検挙件数は 79 件で、

平成 8 年に⽐べ 24 件増加しており、⾦融・不良債権関連事犯の捜査を強化した平成 8 年以降、増加傾
向が続いている。このうち、競売⼊札妨害事件、強制執⾏妨害事件等の債権回収過程におけるものが、
その⼤部分を占めており、暴⼒団等が⾦融機関の債権回収に絡んで不正に資⾦獲得を図っている状況が
顕著にうかがえる。」 

67  昭和 39 年、松葉会関係者は丸井今井デパート（札幌市）の株式を取得し、証券会社社⻑をして同デ
パートに対し⼀株 250 円程度の株を 600 円で買い取るよう要求し、もし 600 円で買い取らなければ松
葉会の者がレクリエーションのつもりで株主総会に乗り込むと脅迫したとして、松葉会の常任総務中央
⽀部⻑ SS、松葉会顧問の ST らを恐喝罪で検挙した（第 46 回国会 参議院法務委員会 第 36 号）。 

68 昭和 49 年警察⽩書：「関東、関⻄に本拠を置く広域暴⼒団の⼀部幹部が総会屋等に転⾝したり、ある
いは総会屋等と結託しようとする動きがみられる。」。昭和 55 年警察⽩書：「総会屋のなかに占める組織
暴⼒団員の数は年々増加の傾向を⽰し、昭和 53 年には約 1,000 ⼈であったものが、54 年には約 1,200
⼈に増加し、総会屋約 5 ⼈に 1 ⼈は組織暴⼒団員となり、総会屋世界における組織暴⼒団の⽀配化傾向
はますます強まっている。」 

69 昭和 63 年 11 ⽉、⼭⼝組系暴⼒団幹部（48）が、富⼠⼭五合⽬で営業する写真業者に対し、みかじめ
料の名⽬で⾦銭の提供を要求して、2 年間で現⾦約 500 万円を喝取したとして、⼭梨県警により逮捕さ
れた事例がある（平成元年警察⽩書） 

70 暴対法 9 条 4 号 
71 広島県福⼭市では、かつて市⻄部を縄張りとする下森組が、公共⼯事を落札した業者に請負⾦額の 1％

を調整料として要求していた（平成 14 年 11 ⽉ 22 ⽇付中国新聞）。広島県の解体業界においては、解体
業者が「調整役」を通じて指定暴⼒団共政会に⼯事受注額の 10％を上納することが慣例化していた
（「シリーズ捜査実務全書 7 暴⼒団犯罪」東京法令出版 10 ⾴）。 

72 平成 7 年 8 ⽉に発⽣した京都府警警察官誤殺事件の原審⼤阪⾼判平 15.10.30 は、誤殺事件当時、五代
⽬⼭⼝組の直系組員は、舎弟、若頭補佐以上が⽉額 150 万円、若中が同 65 万円を各上納していたと認
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このことを踏まえ暴⼒団対策法は、指定暴⼒団員は、その系列上位組織の威⼒を⽰
して⾏う⾦品の贈与要求や下請け要求等を禁じている（9 条）。これを⾏った場合、
中⽌命令の対象となる。また、配下の者による威⼒利⽤資⾦獲得⾏為（当該指定暴⼒
団の威⼒を利⽤して⽣計の維持、財産の形成若しくは事業の遂⾏のための資⾦を得、
⼜は当該資⾦を得るために必要な地位を得る⾏為をいう。以下この条において同じ。）
を⾏うについて他⼈の⽣命、⾝体⼜は財産を侵害したときは、指定暴⼒団の代表者等
は、これによって⽣じた損害を賠償する責任を負うこととしている（暴対法３１条の
２ ⺠法７１５条の特別法）。 

（エ） 抗争は暴⼒団の事業 
上記最判は「暴⼒団にとって、縄張や威⼒、威信の維持は、その資⾦獲得活動に不

可⽋のものであるから、他の暴⼒団との間に緊張対⽴が⽣じたときには、これに対す
る組織的対応として暴⼒⾏為を伴った対⽴抗争が⽣ずることが不可避であること」
を認定した上で、抗争賞揚制度の存在に触れ、「五代⽬⼭⼝組の下部組織における対
⽴抗争においてその構成員がした殺傷⾏為は、五代⽬⼭⼝組の威⼒を利⽤しての資
⾦獲得活動に係る事業の執⾏と密接に関連する⾏為というべき」と認定したとおり
である73。 

この最⾼裁判例を受けて暴対法に新設された３１条は「指定暴⼒団の代表者等は、
当該指定暴⼒団と他の指定暴⼒団との間に対⽴が⽣じ、これにより当該指定暴⼒団
の指定暴⼒団員による暴⼒⾏為（凶器を使⽤するものに限る。以下この条において同
じ。）が発⽣した場合において、当該暴⼒⾏為により他⼈の⽣命、⾝体⼜は財産を侵
害したときは、これによって⽣じた損害を賠償する責任を負う。」と規定しているが、
抗争が暴⼒団の事業であることを正⾯から認めた規定である。 

 
（４） 抗争による害悪（５の伏線） 

 
定した。平成 19 年警察⽩書には、⼭⼝組では⼆次団体組⻑は三次団体以下から上納⾦をもらい、五代
⽬組⻑へ⽉ 100 万円の上納⾦がブロックを通じ組⻑へ⽀払われ、組⻑へ年 10 億円を納めている図を掲
載している。⼭⼝組の分裂後は、六代⽬⼭⼝組の上納⾦は 60 万円となり、神⼾⼭⼝組の上納⾦は 30 万
円であるという。平成 5 年警察⽩書は「ある⼤規模暴⼒団の⼀ヶ⽉の上納⾦の流れ」と題して、親分へ
下部組織組⻑から 5 億 2700 万円を納められている図を掲載しているが、これは稲川会のように思われ
る。 

73 例：柳川次郎は、昭和 31 年 10 ⽉に仮出所した T と組み、暴⼒を武器に博徒系暴⼒団の利権を奪って
いき、昭和 33 年 2 ⽉、⻄成に事務所を置く S 組系 K 組と抗争し、⻄成・松島⼀帯で売春を⾏う縄張り
を⼿に⼊れた。そして、三代⽬⼭⼝組は、昭和 35 年に愚連隊明友会との抗争に勝利し⼤阪の暴⼒組織
の 30％を⽀配していた同会を壊滅させることにより⼤阪での確実な地位を有することとなったが（⻩ 

⺠基「奴らが哭く前に」幻冬舎 161 ⾴）、この事件で功績をあげた柳川次郎は、昭和 35 年 10 ⽉、⼭⼝
組の直参に昇格し、さらに各地で抗争を繰り広げ、柳川組の勢⼒はピーク時に 20 都道府県、80 団体、
構成員 2,000 ⼈に達した。 
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ア 上記のとおり暴⼒団同⼠の抗争は暴⼒団の事業である。 
暴⼒団は、これまで数限りない抗争事件を起こし、これに市⺠も巻き込まれた。 
平成 3 年 5 ⽉ 1 ⽇に成⽴した暴⼒団対策法の制定のきっかけの⼀つに三代⽬旭琉会

（沖縄県）と沖縄旭琉会（沖縄県）での抗争に市⺠が巻き込まれて死亡した事件74と五
代⽬⼭⼝組と波⾕組の抗争で⼭⼝組組員が⼀般市⺠を波⾕組組員と間違えて射殺した
事件等がある75。 

当然、抗争に巻き込まれて殺害、負傷した⼀般市⺠が⽣命保険契約、傷害疾病定額保
険契約の被保険者であれば、保険者は保険⾦受取⼈に保険⾦を⽀払うことになる。 

イ 特定抗争指定暴⼒団 
福岡県における道仁会の内部分裂から⽣じた道仁会と九州誠道会の抗争事件を踏ま

え、暴⼒団対策法が改正され、特定抗争指定暴⼒団の指定制度が新設された76。制度新
設後、道仁会と九州誠道会（浪川会）に対し特定抗争指定暴⼒団に指定された77。 

この抗争について、福岡地判 6.5.24 の判⽰によると「道仁会は、福岡県久留⽶市に
本拠地を置く暴⼒団組織であり、平成２０年当時、約７９０⼈の構成員を擁していた。
他⽅、九州誠道会は、かつて道仁会の構成員であった M、Ｆ、Ｇらが、道仁会における
内部対⽴を理由に組織を脱退した後、村神を会⻑として平成１８年６⽉に結成された
暴⼒団組織であり、本拠地は福岡県⼤牟⽥市に置かれていた。九州誠道会の結成と相前
後して、道仁会と九州誠道会は対⽴抗争状態に突⼊し、後に九州誠道会が解散して抗争
が終了する平成２５年６⽉までの間に、本件犯⾏のような銃撃殺⼈事件を含む４７件
の対⽴抗争事件が発⽣した。」ということである。 

２０１３（平成２５）年までに抗争事件が４７件発⽣し、１４名（⼀般市⺠を含む）
が殺害され、負傷者は１３名。このうち１６件を検挙している78。 

この検挙件数が多いと⾒るか、少ないと⾒るかであるが、少なくとも全ての事件につ
いて加害者が検挙された訳ではない。 

 
74 平成 2 年 9 ⽉、沖縄県で活動する三代⽬旭琉会が会⻑ O 派と T 理事⻑派の 2 つに内部分裂し（富永派

は沖縄旭琉会となる）、激しい抗争を起こした（第 6 次沖縄抗争事件）。この抗争に巻き込まれて平成 2
年 11 ⽉ 22 ⽇に⾼校⽣ 1 名が殺害され、翌⽇に警察官 1 名と通⾏⼈が殺害される事件が起こった。そ
の後，⾼校⽣の遺族が組織のトップを被告とする損害賠償請求訴訟を提起し（那覇地判平 8.1.23 判タ
942.166、福岡⾼那覇⽀部判平 9.12.9 判時 1636.68）、通⾏⼈の遺族も同様の訴訟を提起した（福岡⾼裁
那覇⽀部平 14.12.5 判時 1814.104）。 

75 ジュリ 985 号 11 ⾴ 
76 暴⼒団対策法 15 条の 2 令和 25 年 1 ⽉ 30 ⽇から施⾏された。 
77 令和 24 年 12 ⽉ 27 ⽇、福岡県、佐賀県、⻑崎県及び熊本県の各公安委員会が、道仁会と九州誠道会を

特定抗争指定暴⼒団に指定した。平成 25 年 6 ⽉、九州誠道会は福岡県警に解散届を提出したが、同年
11 ⽉、その後に結成された浪川睦会に対し、九州誠道会に指定されていた指定暴⼒団や特定抗争指定
暴⼒団の指定を継続させた。 

78 平成 25 年における暴⼒団情勢 警察庁 
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特定抗争指定暴⼒団の規制により警戒区域においておおむね５⼈以上が集まること
が禁⽌されたが、特にこの規制が組の資⾦源獲得活動に対し相当なダメージを与え、抗
争終結に⾄ったとみられる。特定抗争指定暴⼒団と指定されることのダメージは暴⼒
団にとって⼤きいといえる。 

平成 26 年 6 ⽉ 26 ⽇、道仁会と浪川睦会（九州誠道会）に対する特定抗争指定暴⼒
団の指定が解除された。 

現在、特定抗争指定暴⼒団に指定されているのは六代⽬⼭⼝組、神⼾⼭⼝組79、池⽥
組80、絆会であり81、全国の指定暴⼒団の、その構成員の 36％がこの指定の対象となっ
ている82。 

 
 ウ 特定抗争指定暴⼒団に対する⼀般事業者の対応 

⺠間の事業会社、例えば電化製品のメーカーであれば、販売時にメーカー保証を⾏い
また、リコールを⾏う必要が⽣じた場合など、暴⼒団と⼀定の限度でかかわりを持たざ
るをえない局⾯がある。 

そういった場合に、事業会社は、暴⼒団排除条例の観点から利益供与とならないよう
内部統制を図っているところがほとんどであると思われる。 

ところが、特定抗争指定暴⼒団に指定された暴⼒団については（現状は上記の 4 団
体）、事業者は社員の⽣命⾝体の安全と天秤にかけ、修理対応も拒否をしているところ
が多いと思われる。 

 
特定指定抗争暴⼒団等の指定⼿続き 
指定の要件等 

指定暴⼒団等の相互間に対⽴が⽣じ、対⽴抗争が発⽣した場合において、当該対⽴抗争に係る凶器を
使⽤した暴⼒⾏為が⼈の⽣命⼜は⾝体に重⼤な危害を加える⽅法によるものであり、かつ、当該対⽴抗
争に係る暴⼒⾏為により更に⼈の⽣命⼜は⾝体に重⼤な危害が加えられるおそれがあると認めるとき
は、公安委員委は、暴対法第１５条の２第１項に基づき、三⽉以内の期間及び当該暴⼒⾏為により⼈の
⽣命⼜は⾝体に重⼤な危害が加えられることを防⽌するため特に警戒を要する区域（「警戒区域」）を定

 
79 令和 2 年 1 ⽉以降、兵庫県警等の公安委員会が六代⽬⼭⼝組と神⼾⼭⼝組を特定抗争指定暴⼒団に指

定し、令和 6 年 5 ⽉末現在、警戒区域は 9 府県、17 市町と定められている。 
80 令和 4 年 12 ⽉、岡⼭県、兵庫県、愛知県、三重県の公安委員会が、神⼾⼭⼝組から離脱した池⽥組

（岡⼭）と六代⽬⼭⼝組を特定抗争指定暴⼒団に指定し、令和 6 年 5 ⽉現在、警戒区域を 4 件 4 市と定
められている。 

81 令和 6 年 6 ⽉ 13 ⽇、⼤阪府、兵庫県等６府県の公安委員会が 6 代⽬⼭⼝組と絆会を指定。 
82 令和 5 年末の暴⼒団構成員数は 10,400 ⼈。うち特定抗争指定暴⼒団の指定を受けている暴⼒団の、そ

の構成員の⼈数は、六代⽬⼭⼝組 3500 ⼈、神⼾⼭⼝組 140 ⼈、絆会 60 ⼈、池⽥組 60 ⼈であり、合計
3,750 ⼈である。 
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めて、当該対⽴抗争に係る指定暴⼒団等を特定抗争指定暴⼒団等として指定する。 
 同条第２項により指定の期限の延⻑が可能。同３項により警戒区域の変更も可能。１乃⾄３項は同⼀
組織内の内部抗争にも準⽤される（同４項）。 

公安委員会は、特定抗争指定暴⼒団と指定した警戒区域内に在る当該指定に係る暴⼒団事務所の出⼊
⼝に指定を受けている旨を告知する標章を貼り付ける（同５項）。 
特定抗争指定暴⼒団として指定されたことによる効果 
特定抗争指定暴⼒団等の指定暴⼒団員は、警戒区域における次の⾏為が禁⽌される（１５条の３第１
項）。 

１ 事務所を新たに設置すること。 

２ 対⽴指定暴⼒団員につきまとい、⼜は対⽴指定暴⼒団員の居宅若しくは対⽴指定暴⼒団員が管理す
る事務所の付近をうろつくこと。 
３ 多数で集合することその他当該対⽴抗争⼜は内部抗争に係る暴⼒⾏為を誘発するおそれがあるも
のとして政令で定める⾏為を⾏うこと（施⾏令２条：縄張内で営業を営む者に対し、暴⼒団の威⼒を⽰
す⾏為とする、とされた）。 
同条２項により、暴⼒団員（その要求若しくは依頼を受けた者を含む）は、当該事務所の閉鎖のため必
要な措置を講ずる等の場合を除き、警戒区域内に在る事務所に⽴ち⼊り、⼜はとどまってはならない。 

 
 
５ 保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする約款上の解除について 
（１） 解除の要件の確認 

ア 保険約款には、おしなべて反社会的勢⼒等に該当すると認められることを理由と
する解除の規定が設けられている。規定ぶりは⽣命保険契約、損害保険契約ともほぼ
同じであるが、保険者免責の範囲について若⼲の違いがみられる。 

イ 解除の要件 
（ア） 反社会的勢⼒を、暴⼒団、暴⼒団員（暴⼒団員でなくなった⽇から５年を経過

しない者を含む。）、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業その他の反社会的勢⼒と定義
する。 

（イ） ⽣命保険契約においては、保険契約者、被保険者または保険⾦受取⼈が、反社
会的勢⼒に該当すると認められることなど次のいずれかに該当すること（損害保
険契約においては、保険契約者または被保険者のみ問題となる）。 

㋐ 反社会的勢⼒に該当すると認められること。 
㋑ 反社会的勢⼒に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与する等の関与をして 

いると認められること。 
㋒ 反社会的勢⼒を不当に利⽤していると認められること。 
㋓ 保険契約者（⽣命保険の場合、保険⾦受取⼈を含む、損害保険契約の場合、被保

険者を含む）が法⼈である場合において、反社会的勢⼒がその法⼈の経営を⽀配し、
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またはその法⼈の経営に実質的に関与していると認められること。 
㋔ その他反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係を有していると認められる

こと。 
ウ その他 
（ア）保険期間中に暴⼒団に加⼊したなどアの要件を満たすことになった場合も解除が

可能。保険事故発⽣後であっても解除が可能。 
（イ）保険契約者に対する解除通知。ただし、保険契約者の住所不明等の正当な理由によ

り保険契約者に通知できないときは、被保険者または主契約の死亡保険⾦受取⼈に
通知を⾏う。 

（２） 保険者免責の範囲 
ア 重⼤事由解除が⾏われた場合、反社会的勢⼒となった以降もしくは反社会的勢⼒

と社会的に⾮難されるべき関係（以下、反社会的勢⼒等）という場合、この両者を指
す）になった時期以降に発⽣した保険事故について保険者は免責される。既に保険⾦
を⽀払っていたときは、保険者は、その返還を請求することができる。 

イ 重⼤事由解除が⾏われた場合、上記の範囲で保険者免責となる。ただし、⽣命保険
契約の場合で保険⾦受取⼈を２⼈以上とする保険⾦にあっては、保険契約者や被保
険者について反社会的勢⼒等に該当するとは認められず、保険⾦受取⼈のみが該当
すると認められる場合で、反社会的勢⼒等に該当する保険⾦受取⼈が保険⾦の⼀部
の受取⼈であるときは、その受取⼈に⽀払われるべき保険⾦について保険者免責と
する。 

ウ ⽕災保険の場合、保険契約者や記名被保険者の１名が反社会的勢⼒等に該当する
と認められ、重⼤事由解除が⾏われた場合でも、反社会的勢⼒等に該当すると認めら
れない記名被保険者については、その者が受け取るべき保険⾦については保険者免
責とならない。 

また、家財条項に基づき保険⾦を⽀払うべき損害のうち、記名被保険者の親族が反
社会的勢⼒等に該当すると認められない場合、その損害については免責とならない。 

エ ⾃動⾞保険の場合、保険契約者や記名被保険者の１名が反社会的勢⼒等に該当す
ると認められ、重⼤事由解除が⾏われた場合でも、対⼈賠償責任条項または対物賠償
責任条項に基づき保険⾦を⽀払うべき損害は免責とならない。ただし、反社会的勢⼒
等に該当する被保険者が被る損害の⼀部とみなす費⽤を除く。 

オ ⾞両条項に関し、保険契約者や記名被保険者の１名が反社会的勢⼒等に該当する
と認められ、重⼤事由解除が⾏われた場合でも、反社会的勢⼒等に該当すると認めら
れない被保険者については、その者が受け取るべき保険⾦については保険者免責と
ならない。 

カ ⼈⾝傷害条項 （傷害疾病損害保険）に関し、保険契約者や記名被保険者の１名が反
社会的勢⼒等に該当すると認められ、重⼤事由解除が⾏われた場合でも、反社会的勢
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⼒等に該当すると認められない被保険者については、その者が受け取るべき保険⾦
については保険者免責とならない。但し、保険⾦受取⼈が反社会的勢⼒等に該当する
と認められる場合は、保険者免責となる。 

キ 解除は将来効であるため保険者は保険料の返還は要しない。しかし、保険者免責と
なる場合、解約返戻⾦を保険契約者に⽀払うものとする（保険法３２条参照）。重⼤
事由解除が必ずしも公序良俗違反といえず、⺠法７０８条の適⽤要件を満たすとい
い難いからと推察される。 

（３） 保険法における重⼤事由解除（３０条、５７条、８８条）について 
ア ⼭下友信「保険法（下）」有斐閣 518 ⾴には、保険法における重⼤事由解除に関し、

「保険法の制定に当たっては、保険⾦の不正請求につながる道徳的危険の⾼まりに
対して保険者が対抗⼿段を有することは保険の健全性を維持するためにも必要であ
ること、従来の約款による重⼤事由による解除では約款によることの限界から解除
の要件および効果について必ずしも合理的な内容の定めとはいえない部分もあった
こと、とくに損害保険会社の保険では、従前は不正請求対策として機能していた保
険契約の告知義務および通知義務について、保険法では告知義務および危険増加の
通知義務に関する規律を整備したことにより従前通りの機能が期待できなくなった
ことなどから、全ての保険契約類型に共通するものとして重⼤事由による解除権が
法定された。」とされる。 

また、①「保険法の規定する重⼤事由による解除は、解除事由のバスケット条項
において、保険者の保険契約者等に対する信頼を損ない、当該保険契約の存続を困
難とすることを解除事由としていることから明らかなように、継続的契約における
特別解除権の理論に⽴脚している。」が②「そればかりではなく、保険契約がその構
造上、不正な利益を⽬的として悪⽤される道徳的危険を内在させており、道徳的危
険が⾼まった場合には解除により保険者を保険契約の拘束から解放し、また解除前
でも道徳的危険が⾼まった時以降に事故が発⽣したとしても保険給付義務を負わせ
ないようにすることが保険者の利益のみならず保険制度の健全性を維持することと
いう社会的要請からも必要であるという保険契約特有の根拠にも基づくものと考え
るべきである。」とされる（①と②は筆者がつけた）。 

  ⼀問⼀答は「①損害保険契約は継続契約であり、②保険事故の発⽣という不確定
な事由により保険給付請求権の発⽣が左右される射倖契約であることから、契約当
事者間の信頼関係が契約の⼤前提として強く求められ、保険契約者等の側がモラル・
リスク事案のように信頼関係を破壊するような⾏為が⾏われた場合には、もはや当
該契約関係を維持することができないものとして、保険者に解除による契約関係か
らの解放を認める必要がある」と説明する（①と②は筆者がつけた）。 
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要は、①継続的契約の⼀般論としての信頼関係維持・即時解除理論83、②保険契約
は射倖性を内在しモラル・リスクを招来する危険性があることから、保険契約の存
続のためには当事者間の信頼関係の維持が強く求められる、という点にあるといえ
る。 

1 号の保険⾦の不正取得⽬的での故意の事故招致、２号の保険事故発⽣の仮装等
は信頼関係破壊の例といえる。 

イ 保険法の重⼤事由解除は、告知義務違反解除、危険の増加を理由とする解除と異
なり、除斥期間の定めがなく、因果関係不存在特則の定めがないことが特徴である。 

ウ ３０条、５７条、８８条の各３号のバスケット条項に照らし、有効な重⼤事由解
除制度といえるためには、①保険者の保険契約者等に対する信頼を損なったこと、
②当該保険契約の存続を困難とすることが必要となる。 

要件について、重⼤事由解除制度が排除しようとした道徳的危険の内容を不正な
利益を⽬的として悪⽤されるものと捉えると、保険⾦の不正取得の⽬的も要件とし
て必要というように解釈することもありうるが、しかし、3 号の事由は、当該解除権
が保険者によって濫⽤されることのないよう、1 号、2 号に⽐肩し得る場合に該当す
るといえればよいと考えらえる。 

なお、１号、２号以外の重⼤事由解除に関する約款規定として「他の保険契約等
との重複によって、被保険者に係る保険⾦額、⼊院保険⾦⽇額、通院保険⾦⽇額等
の合計額が著しく過⼤となり、保険制度の⽬的に反する状態がもたらされるおそれ
があること。」を設ける約款もある（三井住友海上 普通傷害保険契約 傷害保険普
通保険約款１１条84）。 

この点に関し、⼀問⼀答は、保険契約者側に明らかな信頼関係を破壊する⾏為が
⾏われており、保険契約関係としても極めて不⾃然な状態に陥っているといえる。
このような場合には、個別の事案の事情にもよるが、保険者に保険契約関係からの
解放を認めることが適当である。⼀般的には重⼤事由による解除が認められる可能
性が⼗分にある、という85 

ところで、不正な保険給付⽬的の存在の認定においては、同種の他の保険契約、
重複保険契約の内容及びその数、保険料と収⼊の均衡、（医療保険の場合）⼊院の原
因となる疾病の有無及びその内容、⼊院の時期、期間、回数等の事情が重要である

 
83 ⺠法 628 条 当事者が雇⽤の期間を定めた場合であっても、やむを得ない事由があるときは、各当事者

は、直ちに契約の解除をすることができる。この場合において、その事由が当事者の⼀⽅の過失によっ
て⽣じたものであるときは、相⼿⽅に対して損害賠償の責任を負う。 

84 ニッセイの⽣命保険契約も「他の保険契約との重複によって、被保険者にかかる給付⾦額等の合計額が
著しく過⼤であって、保険制度の⽬的に反する状態がもたらされる恐れがある場合」を保険者免責事由
とする。 

85 100 ⾴ 
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と整理されるが86、これと重なり合うところがあり、実質的に不正な保険給付⽬的の
要件が課せられているのと同様といえる場合もある。 

しかし、この考えを暴⼒団排除条項解除の場⾯等で⼀般化するべきではなく、や
はり不正な保険給付⽬的の要件は不要である。 

 （４）保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする約款上の解除は保険法 30
条３号の要件を満たすか。 

ア ① 「保険者の信頼を損なった」という要件について、「反社会的勢⼒に属する
者が旧来、保険⾦詐取等の犯罪⾏為に関与することが通常⼈に⽐べて極めて⾼い
と判断できることから、将来、保険⾦の不正請求に関与する蓋然性も相当に⾼いと
考えられ、反社会的勢⼒に属すること⾃体に保険⾦不正請求を招来する⾼い蓋然
性があることをもって信頼関係が破壊されたと考えることは、モラル・リスク排除
を念頭に置く重⼤事由解除の趣旨に反するものではないとする⾒解がある（藤本
和也「暴⼒団排除条項と保険契約」保険学雑誌 621 号（2013 年 99−100 ⾴）。 

反社会的勢⼒に属すること⾃体に保険⾦不正請求を招来する⾼い蓋然性がある、
とするのは、これまでの実例から考えると8788、⾄極最な⾒解である。ただ、それ
で「保険者の信頼を損なったこと」といえるかとなると、この点に疑問を呈する向
きにも理由はある。 

イ この問題をクリアーするために、保険契約者となろうとする者に対して表明保
証を求め、これに反すれば「保険者の信頼を損なった」といえると考える。すなわ
ち、損害保険会社、⽣命保険会社は、その HP 上や保険商品のパンフレットなど
で、暴⼒団を中⼼とする反社会的勢⼒及び反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべ
き関係を有する者（反社会的勢⼒等）との取引をしない、という宣⾔をした上で、
個別の保険契約の締結に当たり、保険契約を申し込もうとする者に、保険契約者、
被保険者、保険⾦受取⼈が反社会的勢⼒等に該当せず今後もそれに該当しないこ
との表明保証を求めるのであり、その表明が虚偽であったこと、その後、反社会的
勢⼒等になった場合は、「保険者の信頼を損なったこと」といえると考える。保険

 
86 加藤新太郎・⾼瀬順久・出張智⼰「保険裁判実務の重要論点」第⼀法規 520 ⾴ 
87 保険⾦詐欺は、昔から⼀定程度存在し、⼈⼝⽐で 0.06％を占めるにすぎない暴⼒団勢⼒が、平成 18 年

から 20 年までの 3 年間において⽣命保険⾦詐欺検挙⼈員の 42.9％を占めている状況である（清野憲⼀
「暴⼒団排除条項のフロンティア」MS&AD 基礎研 REVIEW10 号 59 ⾴）。 

88 保険⾦詐欺として著名な事件にラベンダー事件がある。これは 1990 年代前半、北海道旭川市を中⼼に
複数の不審⽕が発⽣し（90 年から 93 年の 4 年間位 155 件。これはほかの地区の不審⽕の 2 から 4 倍の
頻度）、暴⼒団関係者が関与する⼀⼤詐欺事案であることが判明したものである（「わが国における保険
⾦詐欺の実態と研究」損保協会 2008 年 4 ⽉）。 

当職が保険会社 5 社の代理⼈となり、「被害者等」へ⽀払い済み保険⾦の回収⼿続きを⾏った偽装事
故作出による保険⾦詐欺事案は、摘発事案 11 件、関与者のべ 50 名強、⽀払保険⾦総額は約 2 億 5000
万円であったが、検挙後に、加害者のトップに暴⼒団員がいたことを知った。 
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代理店との兼ね合いがあると思うが、表明保証を受けることは、折に触れ⾏なわれ
る契約者に対する保険契約の内容の確認作業の中でも、可能であると思われる。 

なお、暴⼒団排除条項と表明保証については、６（１）で説明をする。 
ウ そして、ここで重要なのは、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にある

者は反社会的勢⼒⾃体ではないことである。それゆえ、反社会的勢⼒と社会的に⾮
難されるべき関係にある者については、「保険⾦不正請求を招来する⾼い蓋然性が
ある」という⽴法事実は証明されていないといわざるを得ない。したがって、反社
会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にある者を排除する現⾏の約款と表明保
証を伴わない運⽤は、①の要件の該当性に疑問を呈される向きにも理由がある。 

それゆえ、そもそも、保険契約を申し込もうとする者に、保険契約者等が反社会
的勢⼒等に該当せず今後もそれに該当しないことの表明保証を求める理由が、取
引社会において重要題⽬である暴⼒団との端的な取引遮断であり、利⽤者対策な
のである。保険契約者や被保険者が暴⼒団であることをもって保険事故発⽣の危
険に関するものと捉えることは難しいが、ことの重⼤性は告知義務違反と同程度
以上といえる。それゆえ、表明保証に反したことは、「保険者の信頼を損なう」の
要件に結び付くものといえる（詐欺取消にも該当しうる）。 

結局、「保険者の信頼を損なう」の要件をあえて保険契約者、被保険者、保険⾦
受取⼈に反社会的勢⼒がなった場合の想定されるモラル・リスクに引き付けて説
明をする必要はないと考えるが、表明保証を求める理由（⾃由意思に基づく取引排
除）と表明保証の運⽤により①の要件の該当性を充⾜できると考える。 

エ 暴⼒団排除条例との関係 
表明保証に関し、多くの損害保険会社、⽣命保険会社の本店が存在する東京都の

暴⼒団排除条例との関係を確認する。 
東京都暴⼒団排除条例 18 条 1 項は「事業者は、その⾏う事業に係る契約が暴⼒

団の活動を助⻑し、⼜は暴⼒団の運営に資することとなる疑いがあると認める場
合には、当該事業に係る契約の相⼿⽅、代理⼜は媒介をする者その他の関係者が暴
⼒団関係者でないことを確認するよう努めるものとする」と規定する。警視庁は、
その HP に、東京都暴排条例 18 条の運⽤に関し「事業者は、契約を締結する場合
には、契約の相⼿⽅が暴⼒団員であるか否かを必ず確認しなければならないので
すか？」という問いを置き、「この規定については、努⼒義務規定であり、例えば、
スーパーやコンビニで⽇⽤品を売買するなど、通常、⼀般的に取引の相⼿⽅につい
て⾝分を確認しないような場合についてまで、あえて相⼿⽅の確認をするよう求
めるものではありません。」という回答を設けている。 

この⾒解を踏まえて保険契約を⾒るに、保険契約は、被保険者の危険の測定のた
め被保険者の特定を強く求める契約であるから、警視庁のいう例外には当たらな
いであろう。そうすると、表明保証を求めない現状の保険契約の採⽤時の運⽤シス
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テムは、東京都暴排条例に規定する努⼒義務に沿うものといえないであろう。 
オ ②の点は、１、２、３で論じたところからすれば、取引社会から暴⼒団を排除し、

取引を遮断する理由は、利⽤者排除であり、社会的合意に他ならない。したがって、
暴⼒団と契約をすることは契約継続を困難とする事情に該当するといえる。 

カ 附⾔ 
政府指針や保険会社向けの総合的な監督指針で保険会社が反社会的勢⼒との⼀

切の関係を排除することが求められているから、契約継続が困難という説明も可
能だと思う89。 

しかし、それは本質を捉えた説明ではないと考える。契約継続が困難な根拠は、
⾃らが暴⼒団と取引をしないと決めたことであり、これを怠れば⽇本社会におい
て暴⼒団の存続を認容することにつながるから、暴⼒団との取引謝絶という決断
は極めて正当なことであり、契約継続が困難なのは、それを他の社会の取引単位と
これに反した場合には制裁を受けることも含め合意をしたことにある。信義則が
他⼈との関係で論じられるとすれば、契約継続が困難な根拠の⼀つに契約締結の
⾃由（⺠法 521 条）に求めることも可能であろう。 

（５）保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする約款上の解除条項の根拠を
30 条 3 号によらないとすることは可能か。また、解除に遡及効を及ぼすことは可能か。 

いずれも可能であると考える。 
ア これまで説明したところから保険契約からの暴⼒団排除社が合理的なものとして

承認される以上、あえて保険法 30 条３号にその根拠を置く必要はないと考える。保
険法 30 条３号にその根拠を置かないとすると解除の適法性を考えるに当たり「保険
者の信頼を損なう」の要件は必要とされないことになる。そうすると、現⾏の運⽤の
ように表明保証を求めなくとも保険契約者等が反社会的勢⼒等であるという属性要
件のみで解除は可能であると考える。 

⼭下友信「保険法（下）」有斐閣 509 ⾴は「保険法の解除権の脱法であれば格別、
多様な保険取引において法定の解除権以外の保険者の解除権を約定する必要があり
うるのであり、⼀概に解除権の約定が認められないというような解釈をするべきで
はない」といい、同 533 ⾴は「保険法の規定するもの以外の解除事由を定めることも
合理的な理由と必要性があるのであれば排除されないと考えるべきである」という。 

保険法の脱法という点に関し、例えば、保険法が、告知義務を危険に関する重要な
事項のうち保険者になる者が告知を求めたものに限定し（4 条、37 条）、告知義務違
反を理由とする解除の要件として、保険契約者の不告知等が保険契約者の故意また
は重過失を掲げ（28 条 1 項、55 条 1 項）、また、除斥期間を置き（28 条 4 項、55 条
4 項）、因果関係不存在の場合、保険者免責としないこと（31 条 2 項 1 号）としてい

 
89 藤本和也・前掲 100 ⾴ 



26 
 

る。 
「信頼を損なう」の要件を必ずしも具備しない状況で、危険に関連しない事柄を理由と
する解除が保険法の脱法となるかという問題が⽣じうるが、上記に説明した状況から、
表明保証を求めなくとも、保険契約者等が反社会的勢⼒等であるという属性要件のみ
で解除をおこなうことは、脱法とはいえないと考える。 

イ 保険契約の解除は将来効である（保険法３１条１項５９条１項８８条１項）。重⼤事
由解除制度に基づき解除を⾏った場合は、重⼤解除事由が⽣じた時から解除がされた
時までに発⽣した保険事故による損害については免責とされる（2 項 3 号 遡及効があ
る）。 

  保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする約款上の解除条項の根拠を
30 条 3 号によらないとすると、保険法３１条２項３号等は直接適⽤できないことにな
る。 

  しかしながら、保険契約から反社会的勢⼒等を排除する趣旨に鑑みれば、遡及効を認
めるべきである。表明保証を受ける運⽤がされていれば、詐欺といいうるし、詐欺の場
合取り消しを主張すれば最初から保険契約はなかったことになるから（しかし、保険料
返還義務を負担しない。保険法３２条 1 号等）、これに準じて処理することが可能であ
ると考える。 

（６）排除対象と主張内容・⽴証⽅法 
ア 暴⼒団 暴対法に定める暴⼒団員（指定暴⼒団に限られない） 

 都道府県警に対し、暴⼒団員であるかどうかの照会を⾏うことで暴⼒団該当性
の情報を得られる。但し、情報の受領者は、コンプライアンスオフィサーに限られ
る。暴⼒団該当性の情報を得た場合、その者は暴⼒団に該当する者との契約の解除
を⾏う場合でなければ情報提供は⾏われない。情報提供後の報告も求められる90。 

  イ ５年以内要件 
   起算点は、いつか。本部がある警察署へ引退届を提出すれば、暴⼒団員でなくなっ

たという起算が開始されるのか。例を踏まえて考えてみる。 
例：保険契約を締結しようとする者が、「私はＣ組内Ｄ組々員として活動をしていた

事実は否めないですが、平成２０年７⽉にＣ組内Ｄ組から破⾨されており、翌平成
２１年春頃には京都刑務所から離脱届を提出して本部で受理されてる筈なのです。
⻄成署及び⼤阪府警本部にも離脱届を提出して受理されているとの話を刑務所で
確認を取って貰っています。」と伝えてきた場合91。 
偽装破⾨がありうるので、破⾨の回状が出回っていても、それで暴⼒団でなくなっ

 
90 暴⼒団排除条例が全国都道府県で施⾏が完了した 2 か⽉後、警察庁は、平成 23 年 12 ⽉ 22 ⽇付で暴⼒

団排除等のための部外への情報提供について通達を発出した。平成 25 年 12 ⽉ 19 ⽇に新たな通達が発
出されたが、平成 23 年の通達と⼤きくは異ならない。 

91 ⼤阪地判令 3.10.7 の事例を参考にした。 
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たと扱うのは相当ではない。少なくとも反社会的勢⼒のホワイト化92を進める暴追セ
ンターの審査が必要であろう。 

ウ 暴⼒団準構成員について 
  使いにくい要件である。令和５年版警察⽩書において、暴⼒団準構成員等とされて

いる。警察が照会者を暴⼒団準構成員である旨を回答してくれるのであれば、暴⼒団
準構成員該当性により、解除を⾏ってもよい。しかし、実際上、暴⼒団準構成員とい
う情報提供は慎重に⾏われることから情報提供は期待できない。㋑から㋓までの要
件に該当する資料を収集して排除を⾏う⽅が実務上容易といえる。 

エ 密接関係者、共⽣者 
㋑から㋓までの要件に該当するは密接関係者、共⽣者である。 

 動産の場合、リコールが発⽣した場合の当該動産の所有者への対応や販売時の１
年間の保証契約の履⾏のように、契約上、かかわりを持つことが避けられない場合が
あるからこの場合は該当しない。また、暴⼒団と双務契約を締結している者というだ
けでは、この要件に該当しないが、対価関係に⽴つ債務の履⾏を超えたサービスを⾏
う者については、「不当」に利⽤していると認められることがありうる。 

  オ 反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるものについては次に論じる。 
（７）反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるもの 
  ア これは⾏政からの排除から来ている。これらの者は反社会的勢⼒ではないから、端

的に利⽤者対策であり、これを取引社会から排除し制裁を与えることを社会全員の
相違により承認することが暴⼒団対策の⼀番の眼⽬といってよい。 

  イ 沿⾰  
公共⼯事からの排除 

ウ 要件 
（ア） 特定の暴⼒団員（反社会的勢⼒）の事務所名・⽒名が判明していること。 
（イ） 契約の相⼿⽅がその暴⼒団員と⼀定の関係があること。但し、「⼀定の関係」に

基本的に親族関係を除くものと理解すべきである。理由は後述する。 
  （ウ） その⼀定の関係が「社会的に⾮難されるべき関係であること」 

が必要である。 
  エ 「社会的に⾮難されるべき関係であること」の⼀般的判断基準 

 ここで排除されるのが「社会的に⾮難される関係」ではないこと（⽂⾔上の理由）、
また、特別解除権の根拠である⺠法 628 条本⽂「やむを得ない事由」をして「その

 
92 暴対法 28 条 1 項「公安委員会は、暴⼒団から離脱する意志を有する者（以下この条において「離脱希
望者」という。）その他関係者を対象として、離脱希望者を就業環境に円滑に適応させることの促進、離
脱希望者が暴⼒団から脱退することを妨害する⾏為の予防及び離脱希望者に対する補導その他の援護その
他離脱希望者の暴⼒団からの離脱と社会経済活動への参加を確保するために必要な措置を講ずるものとす
る。」 
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事由の存するに拘わらず雇⽤契約を継続せしむることが、⼀般の⾒解上著しく不
当⼜は不公平なりと認むべき事実」の意味と解釈されていることからすると93、判
断基準は取引社会の⼀般的通念と解釈される。 

そうすると、例えば、マスコミ報道の内容が、契約の相⼿⽅と暴⼒団との関係に
ついて⾮難をするものだとしても、そのマスコミの報道が偏向的で取引社会の⼀
般的通念と異なる場合もありうる。 

したがって、マスコミの報道内容は、社会通念を知るための資料となりうるが，
それのみをもって直ちに特定の暴⼒団員との⼀定の関係が「社会的に⾮難される
べき関係」と認められるということにはならない。 

逆に、マスコミにおいて何ら⾮難報道がされていないからといって、その関係は
未だ「社会的に⾮難されるべき関係」になっていないと解釈し、取引を謝絶しない
という結論を導くことも不当である。 

  オ 社会的に⾮難されるべき関係であると判断する要素 
（ア） 関係が始まった時期 
（イ） 関係が始まった原因 
（ウ） 暴⼒団と顧客との間であったエピソード 
 といった要素から判断すべきであるが、要は、利⽤者排除が眼⽬なのだから、暴⼒団
の資⾦源獲得活動に助⼒を⾏っているか、暴⼒団の勢⼒の維持に助⼒を⾏っているか
というところがポイントとなる。 

  カ 具体例 
警視庁の⾒解（ホームページから） 

単に次のような状況，境遇にあるというこ
とだけでは⾮該当 

⾮難されるべき関係を有していると認めら
れる者 

A 暴⼒団員と⼀緒にゴルフに⾏った。 a 相⼿⽅が暴⼒団員であることを分かっ
ていながら，その主催するゴルフ・コ
ンペに参加している場合 

B 暴⼒団員と⼀緒に飲⾷をしていた b 相⼿⽅が暴⼒団員であることを分かっ
ていながら，頻繁に飲⾷を共にしてい
る場合 

C 暴⼒団員と交際していると噂されて
いる 

c 誕⽣会、結婚式、還暦祝いなどの名⽬
で多数の暴⼒団員が集まる⾏事に出席
している場合 

暴⼒団員と幼なじみの間柄という関
係のみで交際している 

  

 
93 鳩⼭説 新版注釈⺠法(16)108 ⾴ 
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暴⼒団員と⼀緒に写真に写ったこと
がある 

  

D  D 暴⼒団員が関与する賭博等に参加して
いる場合 

（ア）A のゴルフプレイに関し、暴⼒団がゴルフを主催している場合には、コンペにお
いて威⼒と代紋を⽰した暴⼒団の⽰威⾏為を⾏い、コンペ参加料と称して相当額
の⾦銭を徴収することが可能である。仮にこのコンペ参加料の⾦額がプレイ代と
コンペ景品代に⾒合わない程度に⾼額な場合、その差額は暴⼒団のものとなり、資
⾦源獲得活動となりうる。 
 それゆえ、a については、「暴⼒団（反社会的勢⼒）に対し資⾦等を供与し，また
は便宜を供与する等の関与をしている」と密接関係者と認められる場合もある。少
なくとも反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあると認められるであろ
う。 

平成 18 年に五代⽬⼭⼝組 G 組組⻑が開催した誕⽣⽇コンペ＆パーティに有名
⼤物芸能⼈が多数参加した94。⼈気芸能⼈とゴルフを⼀緒に回ることは主催者にと
って⼀種の⾃慢であり、暴⼒団の代紋の⽰威⾏為の幇助をなしたものといえる側
⾯がある。それゆえ、芸能⼈がプレイ代を⽀払っていない場合は、芸能⼈と暴⼒団
との間に契約書がなくとも、芸能⼈の仕事といえる側⾯があるから（取引が⾏われ
た）、このパーティに参加した芸能⼈は社会的に⾮難されるべき関係にあるという
ことができる。 

ただ、代紋の⽰威⾏為もなく、コンペ参加者がプレイ代しか⽀払っていないとい
う事実が⽴証されれば、社会的に⾮難されるべき関係とはいえないであろう。しか
し、この「ない」ことの⽴証は容易ではない。 

（イ）C について、「暴⼒団員と幼なじみの間柄という関係のみで交際している」場合
は該当しないというが、飲⾷の⾼裁については、完全割り勘以外にこれは避けるべ
きであるし、「交際」というのも近所付き合いとか⾃治会での付き合いとかそうい
った範囲に限定されるべきであろう。 

ｃについては、暴⼒団員が取り仕切る何かの会に参加をしたということである
が、誕⽣⽇名⽬や結婚名⽬での祝儀を⽀払い、それが暴⼒団へ流れていれば、義理
がけという⼀種の資⾦源獲得活動であり，当然排除されるべきである。 

（ウ）D について、暴⼒団員が関与する賭博開帳に参加するということは、賭博罪に該
当する犯罪⾏為である。胴元である博徒に対する資⾦援助となり、明確に暴⼒団の
活動を助⻑するものであり、排除されるべき⾏動である。 

これは「暴⼒団（反社会的勢⼒）に対し資⾦等を供与し，または便宜を供与する

 
94 後藤忠政著「憚りながら」宝島社⽂庫 83 ⾴ 
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等の関与をしていると認められる」として排除するのが直裁であると思われる。社
会的に⾮難されるべき関係というような軽いものではないと思われる。 

（エ） 暴⼒団員の配偶者 
この点に関し、暴対法は国及び地⽅公共団体に対し，指定暴⼒団員と⽣計を⼀に

する配偶者（事実婚を含む）について公共⼯事等の⼊札に参加させないようにする
ための措置を講ずることを要請する95。 

この趣旨は、暴⼒団員の妻が、夫である暴⼒団員の資⾦源獲得活動に協⼒する実
態、もしくは隠れ蓑になる実態を踏まえ、公共⼯事からの反社会的勢⼒の排除の実
が上がるようにする点にあると考えられる。 

そうすると、少なくとも夫の暴⼒団員の資⾦源獲得活動が合法であれ違法であ
れ、夫のビジネスに使⽤されることを知ってその名義を貸した場合は、共⽣者とし
て反社会的勢⼒に認定すべきである。 

それ以外は、基本的に反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるとは
いえないであろう。 

キ 岡⼭地判平 29.8.31 の事例 
これは会社が損害保険契約（ＡＩＵ）、⽣命保険契約（⼤同⽣命）を締結していた

事案であるが、保険契約者である法⼈の代表者 A が、「平成２７年８⽉８⽇には、Ｄ
に対し、本件傷害事件でＥが逮捕され罰⾦刑を受けたことに因縁を付け、迷惑料名⽬
でＤに対する⼯事代⾦の⽀払を免れようと企てたのである。Ａが、このように暴⼒団
会⻑であるＥの属性と威⼒を借りる⾏為に出たことからすると、Ａ及びＥの関係は、
もはや単なる中学時代の知⼈同⼠という幼なじみの⼈間関係の延⻑線上にあるもの
とはいえず、社会的に⾮難されるべき関係と評価すべき域に達するものと解するの
が相当である。したがって、Ａは，反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係を有
していると認められる。よって、原告には本件排除条項の適⽤事由があり，被告⼤同
⽣命及び被告ＡＩＵによる本件解除は有効といえる。」と判⽰した。 

暴⼒団会⻑であるＥの属性と威⼒を借りて、保険契約者の代表者がその債権者に
対して債務免除をさせようとしたのだから、これを反社会的勢⼒と社会的に⾮難さ
れるべき関係に当たると判断したことは正当であるといえる。 

 
カ 排除の期間 

反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係というのは、⽂⾔上、現在の関係を

 
95 暴対法第 32 条 1 項 国及び地⽅公共団体は、次に掲げる者をその⾏う売買等の契約に係る⼊札に参加

させないようにするための措置を講ずるものとする。 
⼀指定暴⼒団員 
⼆指定暴⼒団員と⽣計を⼀にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。） 
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表す。だが、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係を裏付ける事実は過去の
ことであり、そこには時間的な間隔がある。 

この点、地⽅公共団体が暴⼒団員と社会的に⾮難されるべき関係を有している
業者に対し、⼊札要綱に基づき⼊札参加除外措置を講じた事案において、措置時点
において暴⼒団と密接な関係にあったと評価可能な事実があった場合においては、
その後、当該暴⼒団員と絶縁したと認められない限り、現在まで、暴⼒団と社会的
に⾮難されるべき関係にあると事実上推認することができると判⽰した裁判例が
ある96。 

この事実認定⽅法は、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係についての
⽴証の困難さがあることを考えれば妥当なものと考えられる。 

なお、暴⼒団員と社会的に⾮難されるべき関係者を排除することの先駆けであ
る⼤阪府公共⼯事等に関する暴⼒団排除措置要綱措は、暴⼒団員と社会的に⾮難
されるべき関係を有していると認められる等の場合で当該認定をした⽇から 1 年
を経過した期間に限り排除することとしている。 

様々な考え⽅がありうるところであるが、暴⼒団員と社会的に⾮難されるべき
関係があると証明しうる証拠があった場合、1 年ないし数年間程度は取引を拒絶す
べきであり（上限は 5 年か）、ただ⼀定年数を経過すれば基本的に喪はあけ、保険
契約の契約者となろうとする者が、そういった関係が改善されたという合理的な
資料を提出すれば、暴⼒団員と社会的に⾮難されるべき関係にはないという考え
もありうる。 

いずれにしても反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にある者として解
除を⾏う場合、排除の期間は、反社会的勢⼒その者である場合に⽐して短期間にな
らざるをえない結論が⽣じうる。 

こういったことから考えると、保険者が解除の理由として、①まず暴⼒団構成員
であるかどうか、②次に密接関係者（共⽣者）であるかどうか、③最後に反社会的
勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるかどうかの順で判断していく必要があ
る。密接関係者であるのに、反社会的勢⼒と社会的に⾮難をされるべき関係にある
者であることを理由として解除を⾏うのは、利⽤者排除の観点からは、妥当ではな
い。 

 
（８）保険者が、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるとされる場合の保険

者の⾏動準則 
保険者が、保険契約を申し込もうとする者が暴⼒団構成員であることに気が付

かずに、⽣命保険契約や傷害疾病定額保険契約を締結したり、暴⼒団構成員を被保

 
96 ⼤阪地裁平成 22 年 8 ⽉ 4 ⽇決定及び⼤阪⾼裁平成 23 年 4 ⽉ 28 ⽇決定 公刊物未搭載 
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険者とする⽣命保険契約を締結したり、暴⼒団組⻑や暴⼒団構成員が取締役とな
っている法⼈が所有する建物を保険⽬的物とする⽕災保険契約を締結してしまっ
た場合、後⽇、ことに気が付いたが、この取引関係を即時排除しない場合、保険者
はどういった扱いを受けるか。 

これを放置した場合、暴⼒団を利するものとして、保険会社は、監督上の規制は
もちろん、反社会的勢⼒と社会的に⾮難されるべき関係にあるものとして、銀⾏取
引が停⽌されることになるなどあらゆる取引から排除されることになる。 

保険会社の取締役は、保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを認識した場
合、速やかに排除（解除）ができるシステムを構築しておく必要がある。 

 
６ 契約締結時の排除と免責事由の追加 
（１） 表明保証の取得の必要 

ア 先に論じたように保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする解除規
定について、重⼤事由解除の⼀つとして捉える場合は、保険法３０条３号、５７条３
号、８６条３号の「信頼を損な」う要件を満たすため、保険契約締結時に保険契約を
申し込もうとする者に、保険契約者、被保険者、保険⾦受取⼈が反社会的勢⼒等に該
当しないことを表明させ、保証をさせることが必要と思われる。 

  他⽅で、保険契約者等が反社会的勢⼒等であることを理由とする解除規定が重⼤
事由解除とは別の根拠に基づくものと考えた場合でも、表明保証は不要と解釈でき
ると考えるが、しかし、表明保証のメリット・機能に照らし表明保証は必要であると
考える。 

イ 保険契約以外の契約では、表明保証は暴⼒団排除条項とセットであり、セットで⾏
うことで、暴⼒団排除条項の予防機能が⼗全に果たされると考える97。 
 もともと契約における暴⼒団排除条項は、相⼿⽅が暴⼒団と知らずに取引をした
場合に、暴⼒団と取引をしないという⼀⽅当事者の動機を明⽰することにより、錯誤
無効（取消）、詐欺取消を容易にするためのものであった。 

そして、暴⼒団排除条項を設けることで、事態が判明した時点で速やかな解除主張
が可能となるので、取引先が暴⼒団であることを知り、速やかに対応を⾏った当該⾦
融機関が、犯罪の幇助を⾏ったと誹りを受ける⼼配や、当該事業者が暴⼒団に対して
利益を供与したと評価されるような⼼配をなくし、安⼼して経済活動に専念できる
メリットがある。 

  ウ そこに、表明保証の考えが及んできた。「表明保証とは、契約の⼀⽅当事者が相⼿
⽅当事者に対して、特定の時点において、⼀定の事項が真実かつ正確であることを表
明 し 、 保 証 す る も の で あ る 。 表 明 保 証 と い う 概 念 は （ 略 ） 英 ⽶ 法 に お け る

 
97 平野謙、藤内健吉「暴⼒団排除条項」NBL921.34 
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Representations and Warranties の訳語が表明保証である。現在では⽇本においても、
株式譲渡契約、事業譲渡契約その他の M&A 取引に関する契約に表明保証条項が規定
されることが⼀般的である。」「買主は、⾃らが⾏うデューデリジェンスによって判明
した情報に加え、売主が表明保証を⾏う対象会社等に関する⼀定の事項が真実かつ
正確であることを前提に、取引実施の可否や株式譲渡価格を決定したうえで、株式譲
渡契約を締結することが⼀般的である98。」。また、「表明保証は、「特定の時点」にお
いて、⼀定の事項が真実かつ正確であることを表明し、保証するものであるが、株式
譲渡契約においては、「特定の時点」を株式譲渡契約の締結⽇及び株式譲渡の実⾏⽇
とし（略）両⽅を基準⽇とする表明保証を⾏うことが⼀般的である。」とされる99。 

    暴⼒団排除条項に表明保証を重ねることは、表明という概念で積極的に取引の相
⼿⽅に通知する事項を明確にし、また、保証という概念を⽤いることで、排除の範囲
を、契約締結時のみならず、契約終了時まで広げることが可能となった意義があった
ものと思われる。 

  エ 保険契約を申し込む者に表明保証を求めることは、先に述べたように保険契約者
等が反社会的勢⼒等であることを理由とする解除を重⼤事由解除制度に基づくもの
と考える場合も、そうでない場合も必要なことと考えるが、さらに、保険者が反社会
的勢⼒等との取引を遮断するスタンスに⽴つことを明確にすることなる。 

そして、事実上のメリットとしては、詐欺罪として⽴件が容易になることがある。
刑事事件となれば、刑事記録を活⽤できるから、保険契約者等が反社会的勢⼒である
ことの⽴証が容易になる。 
 また、保険契約の締結は、保険代理店、団体保険契約の団体を介して⾏われること
があるが、保険代理店経由の場合、表明保証の実践は、告知義務の履⾏と同様、保険
代理店において⾏われることになる。保険代理店は、保険者から独⽴した事業主であ
り、その監督は必ずしも容易とは思われない。だが、表明保証を⾃ら取り付けた保険
代理店に対しては、保険者としては、暴⼒団排除を実施してもらうことが容易になる
と思われる。 

 
（２）免責事由の追加 
  ア （重⼤事由）解除制度の問題点 

保険法が定める重⼤事由解除制度によれば、保険契約者や被保険者、保険⾦受取が
反社会的勢⼒等に該当したとしても、直ちに保険者免責とならない。保険契約を解除
するというステップを踏む必要がある。 

もちろん、保険事故が発⽣する前に保険契約を失効させることは重要な意味があ

 
98 稲⽥⾏祐・⾼ 賢⼀・梶原俊史「表明保証保険の実務 第 2 版」⾦融財政事情研究所 1 ⾴ 
99 「表明保証保険の実務 第 2 版」22 ⾴ 
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る。保険事故が発⽣し、保険⾦請求権の請求原因事実が整った場合、被保険者、保険
⾦受取⼈がこの債権をやすやすと放棄するとは考えられない。したがって、保険事故
が発⽣する前に保険契約を失効させておく必要性は極めて⾼い。 

また、傷害疾病定額保険契約においては、被保険者の傷害・疾病という保険事故が
⽣じても、保険契約は終了しないから、保険者を保険契約から解放する必要性が⾼い。 

しかし、⽣命保険契約の場合、被保険者死亡という保険事故が発⽣した場合、保険
契約は終了する。そうすると、既に終了した契約を解除することがそもそも可能なの
かという疑問が⽣じる。同様に、⽕災保険も保険⽬的物である建物が全損となれば⽕
災保険契約は終了する。 

先に⾒たとおり重⼤事由解除制度は、保険契約当事者間の信頼関係を著しく破壊
する保険契約者側の⾏為がある場合に保険者を保険契約から解放することに主眼が
あると説明されるが、保険契約が終了している場合、残されるのは保険者の保険給付
債務のみであってもはや契約からは解放されているから、端的に保険給付債務の消
滅の是⾮を判断すれば⾜りると思われる。 

このように考えると、⽣命保険契約と⽕災保険契約については、重⼤事由解除後の
保険者免責とは別に反社会的勢⼒に対する保険給付が⾏われないようにするために、
約款規定において、反社会的勢⼒等に保険者免責の規定を設けた⽅が合理的である。 

具体的には、保険契約を申し込もうとする者に対し、反社会的勢⼒等ではないこと
を表明させ保証を求めた上で、保険事故発⽣後などに反社会的勢⼒等であることが
判明した場合、保険者の免責を認めるという免責規定を設けることになると思われ
る。 
  

イ 抗争免責 
（ア）これまで論じてきたのは、反社会的勢⼒との取引遮断の観点からの保険業界の取り

組みである。 
だが、先に⾒たように暴⼒団の対⽴抗争が⼀般市⺠の⽣命を奪ってきた事実を考

えたときに保険業界として⾏うべきことがあるように思う。暴⼒団の抗争は、市⺠の
平穏⽣活権（⽣存権）を侵害するものであって許されないものである。こういった事
実を踏まえて最⼆⼩平や暴対法３１条の２は「抗争」は暴⼒団の事業と位置付けた。
抗争は暴⼒団活動そのものだから、暴⼒団があるところに抗争は不可避といえる。 

ところで、先に紹介した最⼆⼩判平 16.11.12 が、抗争が暴⼒団の事業であると認
定した理由に暴⼒団の賞揚⾏為を挙げている。すなわち、「五代⽬⼭⼝組においては、
下部組織を含む甲組の構成員全体を対象とする慶弔規定を設け、他の暴⼒団との対
⽴抗争に参加して服役した者のうち功績のあった者を表彰するなど、その資⾦獲得
活動に伴い発⽣する対⽴抗争における暴⼒⾏為を賞揚していた」と認定した部分で
ある。 
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この判例の後、平成 20 年 8 ⽉に改正された暴対法は、30 条の５を設け、指定暴⼒
団員が対⽴する指定暴⼒団員や暴⼒団事務所に凶器を使⽤した暴⼒⾏為を敢⾏し、
刑に処せられた場合において、当該暴⼒⾏為を敢⾏した暴⼒団員に対し暴⼒⾏為の
敢⾏を賞揚し、⼜は慰労する⽬的で⾦品等の供与をすることを禁⽌する。中⽌命令の
発出の対象となり、期間を定めて、当該⾦品などの供与をしてはならず、⼜はこれを
受けてはならない内容の命令となる。中⽌命令の名宛⼈は当該暴⼒⾏為を⾏った暴
⼒団員と暴⼒団員が所属する組織である。 

賞揚⾏為の具体的な例として、平成２２年１２⽉，六代⽬⼭⼝組総本部⻑（組織内
で№3 とされる）である⼆代⽬ T 組組⻑ I が逮捕され、平成２３年３⽉、懲役１０ヶ
⽉執⾏猶予３年の刑が確定した事案がある。罪となるべき事実は、暴対法の中⽌命令
に従わず T 会幹部を射殺し服役していた組員の内縁関係にある⼥に対し現⾦３９０
万円を渡したというものである。この⼥の⼝座には少なくとも２４３５万円が振り
込まれたと報道されている100。 

（イ）抗争と保険者免責を考えるにおいては、先に説明した特定抗争指定暴⼒団の指定制
度の活⽤が考えられる。抗争は暴⼒団の事業であるが、特定抗争指定暴⼒団としてさ
れた指定暴⼒団は、抗争の具体的な危険がある。この⽴法事実は保険免責に援⽤すべ
きであり、また、援⽤できないであろうか。 

考えてみると、抗争により暴⼒団員である被保険者死亡や被保険者の傷害という
保険事故が発⽣した場合、また、暴⼒団の住居や暴⼒団事務所という建物への銃撃、
爆破、放⽕、トラック突⼊等による損壊といった保険給付事由が⽣じ、こういった場
合に、保険者が保険⾦受取⼈や被保険者に対して保険給付を⾏うとなると、端的に抗
争という暴⼒団の事業を幇助することになる。 

それゆえ、抗争中に発⽣した保険事故を理由に保険⾦を⽀払うことは、暴⼒団の事
業を幇助することとなるから、保険者免責とすべきといえると考える。 

（ウ）この場合、保険⾦受取⼈が反社会的勢⼒ではないケースでも免責とすべきか（保
険契約者及び被保険者が反社会的勢⼒であることはその前提）。 

このケースについて、福岡⾼判平 26.1.26 は、「控訴⼈は、暴⼒団員を加⼊者とす
る本件各共済契約は、控訴⼈の共済事業に対して、抗争による負傷・死亡を原因とす
る経済的不利益を転嫁することを許すものであり、保険契約者兼被保険者の実際の
加⼊の経緯からもそのような⽬的が推認されるのであるから、本件各共済契約は公
序良俗に反すると主張する。しかし、仮に保険契約者兼被保険者が暴⼒団員であると
しても、これまで共済掛⾦の⽀払いを継続して⾏っていたものであるし、共済⾦受取
⼈も暴⼒団やその関係者ではなく、保険契約者兼被保険者の⼦であり，何ら暴⼒団を

 
100 ⼭⼝組ナンバー3 逮捕 暴⼒団対策法違反の疑い - ⽇本経済新聞 (nikkei.com) 
⼭⼝組ナンバー3 に有罪判決 抗争慰労⾦で⼤阪地裁 - ⽇本経済新聞 (nikkei.com) 
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援助，助⻑するものではなく，経済的不利益を控訴⼈に転嫁するものということはで
きない。控訴⼈の主張は採⽤できない。」と述べたが、この考えによれば、このケー
スでは、保険者免責は否定的となろう。 

福岡⾼裁は、対⽴する道仁会系暴⼒団構成員による刺殺であったことが確定した
場合であっても、請求を認容するものと思われるが、福岡⾼裁判決は、ここで述べて
いる暴⼒団の他団体との抗争は暴⼒団の事業であるという視点が抜けており不当で
ある。 

古いデータであるが、昭和４８年中に暴⼒団構成員によって殺害（傷害致死を含
む。）された者の数は１５３⼈であり、このうち暴⼒団構成員以外の⼀般⼈は１０５
⼈であった101。つまり、殺害された暴⼒団員は４８⼈ということになる。 

これら暴⼒団員が、被保険者となる⽣命保険契約がある場合、保険⾦は⽀払うべき
なのだろうか。抗争により死亡した場合、受取⼈が妻や⼦であっても、保険⾦が払わ
れるようなことがあれば、暴⼒⾏為を敢⾏した者が⼼置きなく暴⼒⾏為の⽬的を達
成することを助⻑することになり、その意味での賞揚⾏為となりうるから、保険者免
責とされるべきである。 

  抗争中の死亡は、暴⼒⾏為の対象となった結果ということが多いが、場合によって
は、暴⼒⾏為に失敗しターゲットから反撃を受け、死傷することもある102。 

（エ） 保険法との問題 
改正前商法６８０条１項１号は、被保険者の決闘その他の犯罪または死刑の執⾏

による死亡を法定免責事由としていたが、保険法では法定免責事由としていない。そ
の理由は、「⽣命保険はもともと遺族補償のためのものであることから、被保険者の
犯罪等による制裁は被保険者本⼈に対して科されるべきであり、これによって保険
者が免責となり、結果的に被保険者の遺族等が不利益を受けることになるのは相当
ではないなどの指摘が従来からされていたこと、規定の⽂⾔上、どのような犯罪⾏為
が免責の対象となるのか必ずしも明らかではないこと、保険者の免責の規定は任意
規定であるため、これを免責事由とするかどうかは個々の保険契約の定めにゆだね
れば⾜りることなどから法定の免責事由とはしていない」と説明されている（⼀問⼀
答 Q９０）。 

保険法に定めがない免責事由を約款に規定することは必ずしも禁⽌されないが、
免責の範囲を広く規定することは問題が⽣じる。「今⽇の解釈上は免責の趣旨には公
益の観点は含まれないので、このように強度の不法性を要求すべきかという点には
異論の余地はあろうが、本来の公益の観点は弱い程度においても妥当するものであ

 
101 昭和 49 年警察⽩書 
102 1996 年 7 ⽉ 10 ⽇、五代⽬⼭⼝組 N 会 NT 会⻑が京都府⼋幡市の理髪店で四代⽬会津⼩鉄系組員に銃
撃されたが、NT のボディガードが拳銃で応戦し、会津⼩鉄系組員 2 名を射殺した事件（京都地判平
12.1.20 判時 1702.170）。 
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り、公益を勘案することは適切であり、上記裁判例（注：⼤阪市判平元.2.23）の限定
解釈を指⽰しておきたい」と述べる⾒解があるとおりである（⼭下友信「保険法（下）
有斐閣 270 ⾴）。 

    上記のように保険法では犯罪免責は規定されていないが、傷害疾病定額保険契約
の約款において犯罪免責事由を掲げているものとして、次のような保険契約がある
103。 

他⽅で、⽣命保険契約には、同様の規定は⾒当たらない（JA 終⾝共済、ニッセイ）。 
三井住友海上 傷害保険 傷害保険普通保険約款補償条項 第２条 
（１）当社は、次のいずれかに該当する事由によって発⽣した傷害に対しては、保険⾦を
⽀払いません。 
③ 被保険者の闘争⾏為、⾃殺⾏為または犯罪⾏為 

 
（エ）暴⼒団同⼠の抗争を考えた場合、上記の免責規定では不⼗分である。先の福岡⾼判

平 26.1.26（福岡地判平 26.5.30）は、被保険者が九州誠道会の暴⼒団構成員であること
を認めた上で、「本件各共済契約に適⽤される約款には、本件免責事由の要件である「私
闘で、当組合が共済⾦を⽀払うことを不適当と認めるもの」とは、決闘などの犯罪⾏為
に準ずる闘争⾏為をいうとの定義がされているところ、本件事件当時の状況は、Ｃが、
⾷事に出かけるためＡや原告らとともに駐⾞場に赴いたところ、⽒名不詳の複数の者
から右胸部や背部を刃物で刺されたというものにすぎず、本件全証拠によるも、Ｃが、
本件事件当時、その⽒名不詳の者に対して何らかの加害⾏為を⾏っていた事実を認め
得るものは⾒当たらず、Ｃとその⽒名不詳の者との間で現に犯罪⾏為に準ずる闘争⾏
為が⾏われていたと評価することにも疑問がある。」「控訴⼈は，本件事件は暴⼒団同⼠
の抗争としてＣが関与して発⽣したものであり，Ｃの犯罪⾏為に準ずるものとして「私
闘」に当たるとも主張する。しかしながら，控訴⼈の主張する前記事情を考慮しても，
原判決が認定する本件事件当時の状況からすれば，決闘などの犯罪⾏為に準ずる闘争
⾏為とまではいうことができず，「私闘」に該当するとはいえない」と述べ、免責を認
めなかった。 

  この裁判例を踏まえると、現状の免責規定が⽣命保険契約に設けられていたとして
も、抗争時の保険事故が発⽣した場合に保険者免責とすることは困難であり、適⽤可能
な免責規定を考える必要がある。 

（オ）考えられる具体的な免責規定 
例えば、 
被保険者が暴⼒団構成員に該当し、抗争中※に死亡した場合、保険⾦をお⽀払いい

 
103 他にニッセイ⾝体障害補償保険⾦、介護保険⾦において被保険者の犯罪⾏為により⽀払い事由に該当
したとき 
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たしません。 
※被保険者が属する暴⼒団が暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律

（平成三年法律第七⼗七号）第１５条の２に基づき公安委員会により特定抗争指定
暴⼒団と指定された場合で、その指定された期間中を指します。死亡地が警戒区域内
であるかどうかは問いません。 

という規定である。傷害疾病定額保険契約であれば、被保険者が抗争中に負傷・死
亡した場合、が要件となる。 

このように特定指定暴⼒団として指定されている暴⼒団に限定することで、適⽤
に迷いは⽣じにくいし、免責の範囲が広範であるという批判は当たらなくなると思
われる。 

特定抗争指定暴⼒団の指定においては警戒区域の指定が⾏われるが、これは基本
的に道府県警、警視庁が指定するものであるから、指定の効⼒は広くても当該都道府
県に限られる。指定は、⽇本全体で指定されることは予定されていない。 

だが、そもそも抗争が暴⼒団の事業であるとされていることからすれば、特定抗争
指定暴⼒団と指定された場合の警戒区域外での殺傷であっても保険者免責とするこ
とは許されるものと考える。 

 （エ）抗争と死亡との因果関係は不要 
前掲「保険法」270 ⾴は「犯罪⾏為と死亡との間に因果関係があることが必要であ

ると⼀般的に解されており、これは正当である」という。 
しかしながら、この免責事由においては、抗争と死亡との間の因果関係は不要とす

べきである。先に⽰したように警察庁は、道仁会と九州誠道会の抗争は、２０１３（平
成２５）年までに抗争事件が４７件発⽣し、１４名（⼀般市⺠を含む）が殺害され、
負傷者は１３名。このうち１６件を検挙したと発表している。残念なことに、この検
挙数は多いとはいえない数字である。実際に先の福岡⾼裁の事案は、加害者が検挙さ
れるに⾄っていない。 

全数の検挙ができない理由は、抗争が始まってからの襲撃のほとんどは襲撃後の
襲撃者の逃⾛⽅法も含めた計画的犯⾏を⽴てているはずであるから、捜査は容易で
はないからと考えられる。 

抗争と死亡との因果関係を不要とする代わりに適⽤要件を特定抗争指定暴⼒団と
指定されていることと限定していることから、バランスはとれており、許されるもの
であると考える。                        

以 上 
 


